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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年８月

売上高 (千円) － 12,855,779 13,715,507 14,484,193 15,279,029

経常利益 (千円) － 3,243,233 3,477,621 3,727,632 3,718,813

当期純利益 (千円) － 1,897,103 1,922,958 1,969,109 2,169,399

包括利益 (千円) － － 1,900,152 2,034,124 2,384,273

純資産額 (千円) － 7,350,736 8,745,571 10,149,559 11,813,023

総資産額 (千円) － 12,279,668 13,624,665 15,195,063 16,557,587

１株当たり純資産額 (円) － 267.76 316.93 366.72 426.82

１株当たり当期純利益
金額

(円) － 60.82 69.55 71.38 78.60

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) － 60.82 69.55 71.37 78.60

自己資本比率 (％) － 59.8 64.2 66.6 71.2

自己資本利益率 (％) － 25.8 23.9 20.9 19.8

株価収益率 (倍) － 10.19 10.87 11.11 14.58

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － 2,237,362 2,375,253 2,443,308 2,269,875

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － 882,315 △758,294 △1,026,815 △293,146

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △3,043,075 △904,529 △1,158,832 △1,033,849

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － 3,460,958 4,173,387 4,431,048 5,434,505

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
－

(－)

432

(1,592)

470

(1,701)

501

(1,779)

507

(1,920)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第26期より連結財務諸表を作成しているため、第25期については記載しておりません。

３．第26期の自己資本利益率は連結初年度のため、期末自己資本に基づいて計算しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年８月

売上高 (千円) 11,825,514 12,222,295 13,121,432 13,925,059 13,853,686

経常利益 (千円) 3,058,492 3,276,832 3,539,807 3,790,339 3,734,209

当期純利益 (千円) 1,702,358 1,926,383 2,006,703 1,807,490 2,205,924

持分法を適用した場合の
投資損益(△は損失)

(千円) △1,871 － － － －

資本金 (千円) 964,322 965,159 965,159 966,600 972,512

発行済株式総数 (株) 34,755,900 34,758,900 27,784,500 27,788,500 27,803,600

純資産額 (千円) 10,026,199 7,364,931 8,847,697 10,067,938 11,753,921

総資産額 (千円) 12,637,637 11,955,824 13,380,991 14,349,168 15,872,455

１株当たり純資産額 (円) 301.11 268.27 320.63 364.87 425.81

１株当たり配当額
(１株当たり
中間配当額)

(円)
18.00

(9.00)

20.00

(9.00)

22.00

(10.00)

25.00

(12.00)

27.00

(13.00)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 50.95 61.76 72.58 65.52 79.93

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) 50.95 61.76 72.58 65.52 79.92

自己資本比率 (％) 79.3 61.6 66.1 70.2 74.1

自己資本利益率 (％) 18.0 22.2 24.8 19.12 20.22

株価収益率 (倍) 11.33 10.04 10.42 12.10 14.34

配当性向 (％) 35.3 32.4 30.3 38.16 33.78

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,945,662 － － － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,318,505 － － － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,075,841 － － － －

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 3,384,356 － － － －

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
382

(1,476)

411

(1,531)

449

(1,651)

449

(1,711)

448

(1,778)

(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第26期より連結財務諸表を作成しているため、第26期以降の持分法を適用した場合の投資損益(△は損失)、

営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フ

ロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社(株式会社明光ネットワークジャパン、旧株式会社教育産業研究所、本店所在地：東京都練馬区上

石神井二丁目31番３号、株式額面500円)と、株式会社明光ネットワークジャパン(旧明光義塾株式会社、

本店所在地：東京都豊島区池袋二丁目43番１号、株式額面50,000円)は、平成４年９月１日を合併期日と

し、存続会社を株式会社明光ネットワークジャパン(東京都練馬区所在)として合併いたしました。合併期

日以降、合併新会社の商号は株式会社明光ネットワークジャパンとし、本店所在地を東京都豊島区池袋二

丁目43番１号に移転いたしました。なお、平成22年２月に本店所在地を東京都新宿区西新宿七丁目20番１

号に移転しております。

このため「有価証券報告書」では特に記載のない限り、実質上の存続会社である旧株式会社明光ネット

ワークジャパン(東京都新宿区所在)について記載しております。
　

年月 概要

昭和59年９月 全学年を対象とした個別指導型学習塾の全国フランチャイズチェーン展開を目的として「サンラ

イト株式会社」を東京都中野区野方四丁目９番２号に設立

「明光義塾」フランチャイズ及び直営教室による運営を開始

昭和60年５月 商号を「明光義塾株式会社」に変更

昭和60年５月 本店を東京都新宿区高田馬場四丁目11番８号に移転

昭和61年４月 本店を東京都新宿区高田馬場一丁目33番14号に移転

昭和61年12月 商号を「株式会社明光ネットワークジャパン」に変更

昭和62年３月 大阪事務局を大阪府大阪市に設置

平成元年８月 本店を東京都豊島区池袋二丁目43番１号に移転

平成２年２月 株式会社ヤクルト本社と資本提携し、同社の関連会社となる

平成４年９月 株式の額面金額を変更するため、株式会社明光ネットワークジャパン(東京都練馬区所在、形式

上の存続会社)と合併

平成８年４月 名古屋事務局を愛知県名古屋市に設置

平成９年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成12年12月 株式会社創企社と資本提携（現関連会社）

平成13年２月 株式会社岡村製作所と業務提携

平成13年８月 株式会社ヤクルト本社との資本提携を解消

平成13年９月 株式会社アイヴィット（100％出資子会社）を設立し、視力回復事業へ参入

平成13年11月 株式会社フラメンゴジャパンを100％出資子会社化し、スポーツ教育関連事業へ参入

平成13年12月 株式会社エフ・イー・シーの設立に参画(平成14年２月、100％出資子会社化)

平成14年２月 「明光義塾」1,000教室達成

平成15年２月 北海道事務局を北海道札幌市に設置

平成15年８月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場

株式会社フラメンゴジャパン、株式会社アイヴィット及び株式会社エフ・イー・シーを清算

平成16年３月 株式会社岡村製作所と業務提携を解消

平成16年８月 株式会社東京証券取引所市場第一部に指定

平成18年３月 「明光義塾」1,500教室達成

平成20年８月 株式会社学習研究社(現 株式会社学研ホールディングス）と業務資本提携契約を締結

平成21年９月 株式会社東京医進学院の全株式を取得し、連結子会社化

平成22年２月 本店を東京都新宿区西新宿七丁目20番１号に移転

平成22年８月 株式会社早稲田アカデミーと業務提携契約を締結

平成22年９月 株式会社早稲田アカデミーと資本提携契約を締結

平成22年９月 株式会社ユーデックと資本提携（現連結子会社）

平成22年10月 株式会社サクセスアカデミーと業務提携契約を締結

平成23年１月 Eduplex Education, Inc.と資本提携（現関連会社）

平成23年７月 株式会社アルクと業務提携契約を締結

平成23年８月 「明光義塾」2,000教室達成

平成24年６月 ライフサポート株式会社と資本提携（現関連会社）

平成24年７月 株式会社ユーデックを連結子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社３社（株式会社東京医進学院、株式会

社ユーデック、株式会社晃洋書房）、関連会社３社（株式会社創企社、Eduplex Education, Inc.、ライ

フサポート株式会社）の計７社で構成され、明光義塾直営事業として明光義塾直営教室を経営するととも

に、明光義塾フランチャイズ事業として独自のフランチャイズシステムに基づき、加盟者と契約を締結し

継続的な教室運営指導を行っております。

連結子会社である株式会社東京医進学院では、医系大学受験専門予備校事業を行っております。

報告セグメントに含まれない事業セグメントとして、子ども対象のサッカースクール「明光サッカース

クール」事業、高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業、長時間預かり型学習塾

「明光キッズ」事業、アート教室「アブラカドゥードルアートスタジオ」事業及び韓国人生徒向け個別指

導塾「MEIKO PLUS Academy」事業等を行っております。

また、連結子会社である株式会社ユーデックによる受験情報誌の発行、模擬試験制作、教材販売及び学

内予備校の運営等を行っております。更に、連結子会社である株式会社晃洋書房による学術専門書出版事

業を行っております。

　

なお、前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社晃洋書房は、重要性が増したことにより

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次の

とおりであります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一区分であります。

　

セグメント 区分に属する主要な事業内容

報告セグメント

明光義塾直営事業
・個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、テス

ト等商品販売

明光義塾フランチャイ
ズ事業

・個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設指

導、経営指導及び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、広告宣

伝物等商品販売

予備校事業 ・医系大学受験専門予備校の経営（株式会社東京医進学院）

その他 その他の事業

・子ども対象のサッカースクール「明光サッカースクール」事業

・高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業

・長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業

・アート教室「アブラカドゥードルアートスタジオ」事業

・韓国人生徒向け個別指導塾「MEIKO PLUS Academy」事業

・受験情報誌の発行、模擬試験制作、教材販売及び学内予備校の運営

等（株式会社ユーデック）

・学術専門書出版（株式会社晃洋書房）
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所
有

(又は被所
有)

割合(％)

関係内容

(連結子会社)
株式会社東京医進学

院
東京都新宿区 77

（ 予 備 校 事
業）
医系大学受験
専門予備校の
経営

100.0
経営指導
資金の貸付
役員の兼任（３名）

(連結子会社)
株式会ユーデック 

(注)２

大阪府大阪市淀
川区

99

（その他）
受験情報誌の
発行、模擬試
験制作、教材
販売及び学内
予備校の運営
等

63.1

当社模擬試験の制作
当社への教材の販売
資金の貸付        
役員の兼任(３名)

(連結子会社)
株式会社晃洋書房

（注）３

京都府京都市右
京区

15
（その他）
学術専門書出

版

100.0
(100.0)

役員の兼任(２名)

(持分法適用関連会
社)
株式会社創企社

神奈川県横浜市
港北区

165

テレマーケ
ティング関連
事業及び保険
代理店事業他

30.1
資本提携
役員の兼任(１名)

(持分法適用関連会
社)
Eduplex
Education, Inc.

大韓民国ソウル
特別市衿川区

(KRW)
1,200百万

主に中高生を
対象にした学
習カウンセリ
ング・個別指
導プログラム
の提供及びこ
れらのフラン
チャイズ展開

35.8

同社をサブフランチャイジーとして、
当社の保有する学習指導システム「個
別指導」のノウハウを提
供　　　　　　　　　　　　　　　　
資本提携
資金の貸付

(持分法適用関連会
社)
ライフサポート株
式会社

東京都新宿区 307

福祉サービス
業(認可保育
所、有料老人
ホーム、訪問
介護等)

40.0
資本提携
役員の兼任(２名)

(注) １．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．特定子会社であります。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で記載しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年８月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

明光義塾直営事業 276(1,668)

明光義塾フランチャイズ事業 108(  21)

予備校事業 21(  33)

その他 71( 196)

全社（共通） 31(　 ２)

合計 507(1,920)

(注) １. 従業員数は就業人員であり、契約社員(19名)を含んでおります。なお、教室アルバイト講師等臨時雇用者数

は、主として年間の平均人員(１日4.5時間24日間勤務換算)を(　)外数で記載しております。

２. 全社（共通）は、親会社本社の総務等管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年８月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

448(1,778) 34.7 6.7 5,203,339

　

セグメントの名称 従業員数(名)

明光義塾直営事業 276(1,668)

明光義塾フランチャイズ事業 108(  21)

その他 33(  87)

全社（共通） 31(  ２)

合計 448(1,778)

(注) １. 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。

２. 従業員数は就業人員であり、契約社員(18名)を含んでおります。なお、教室アルバイト講師等臨時雇用者数

は、主として年間の平均人員(１日4.5時間24日間勤務換算)を(　)外数で記載しております。

３. 平均年間給与(税込み)は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４. 全社（共通）は、総務等管理部門の従業員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成24年９月１日～平成25年８月31日）におけるわが国経済は、政府・日銀による

金融緩和等の経済対策を背景とした株価の上昇や円高の是正から、景気回復の兆しがみられたものの、

欧州の債務問題の長期化や所得環境の低迷等を受けて、通年では先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。

当社グループの属する学習塾業界におきましても、少子化の影響により市場規模が縮小傾向にあるこ

とや、所得環境に著しい改善がみられないこと等、依然として厳しい状況が継続しております。また、

学習塾各社は、企業間の競争激化に対応するため、学童保育や幼児教育の事業化による低年齢層のニー

ズ獲得及び語学教育の強化等、様々な分野への参入を図りシェア拡大を目指しております。

当社グループはこのような厳しい環境のなか、明確な目標を設定し遂行するため、平成22年10月に

「中期経営計画～MEIKO Change & Challenge～」（平成23年８月期～平成25年８月期）を策定・公表

し、これに基づいて事業活動を推進してまいりました。

最終年度となる当連結会計年度におきましては、

(i) 地域戦略の機動性と実行へのスピード強化、教室と教務部門の情報共有の充実と実効性をより一層

確保するための機動的な組織体制の構築

(ⅱ) 明光義塾独自の強みを訴求したプロモーション活動

(ⅲ) 社内・社外データを活用した高度なマネジメント体制の構築

(ⅳ) 全社最適で行動できる次世代リーダーを育成することを目的とした、「MEIKO-Nextリーダー　サク

セッションプログラム」のスタート

(ⅴ) 「明光式！自立学習」の徹底及び生徒一人ひとりに対する最適な指導方法の確立、生徒のモチベー

ションアップと学力向上、志望校への合格、及び生徒の自立学習の遂行を図り、「地域で最も信頼

される学習塾」の地位確立

等に取り組んでまいりました。

更に、このような取り組みをベースとし、「明光式！自立学習」のレベルの高い実践を行うための各

種ツールの整備や研修、並びに生徒へのサポート力強化のため、小学生に対しては「明光の♪小学生ま

なびコース」、高校生に対してはＩＣＴ（情報通信技術）を活用した映像授業「MEIKO MUSE」の提供を

推進してまいりました。

人材面につきましては、目標の達成や能力の発揮度合いを的確に反映できる評価制度の見直しや、次

世代リーダー育成プログラム及び階層別研修の実施、オフサイトミーティング等により、成長意欲をよ

り高める人材育成に努めてきました。プロモーション活動としては、「明光式！自立学習」の優位性を

生徒・保護者の視点から分かりやすく訴求するための各種コンテンツの制作とメッセージの発信、テレ

ビＣＭ、インターネット及びモバイル等の広告媒体を活用した広域的な生徒募集活動を展開してまいり

ました。

また、新規事業につきましては、将来のグローバル展開を視野に入れ、国内在住の韓国人生徒を対象

とした個別指導塾「MEIKO PLUS Academy」を今年２月に開校しました。「MEIKO PLUS Academy」では、

近隣の韓国学校生徒への教科指導の他、帰国後の大学受験対策、日本への留学生向け試験対策等を、韓

国エデュプレックス社と連携のもとで行ってきました。
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これらの結果、当連結会計年度の売上高は15,279百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は3,580百

万円（同1.1％増）、経常利益は、持分法による投資損失を60百万円計上したことにより、3,718百万円

（同0.2％減）、当期純利益は2,169百万円(同10.2％増)となりました。

　

セグメントの業績（内部取引消去前）を示すと、次のとおりであります。

　

（明光義塾直営事業）

直営事業につきましては、定期テスト対策指導の徹底及び期別カウンセリングの充実による生徒・保

護者の満足度向上や、生徒が安心して通塾できるための教室環境の更なる整備を積極的に実施してまい

りました。

また、エリアマネージャー及び直営教室長に対しては、教育機会を増やすことにより、知識、スキル

及び人間力の向上を図るとともに、研修・会議等を通じて教育に対する考え方や情報の共有化を図り、

チーム力及び組織力を高めることに注力いたしました。

なお、当連結会計年度において直営10教室をフランチャイズオーナーに譲渡しております。

これらの結果、春の新規入会生徒数及び平均在籍生徒数は過去最高を達成することができましたが、

教室数の減少等により、当連結会計年度の売上高は6,814百万円（前年同期比0.7％減）、セグメント利

益（営業利益）は1,461百万円（同1.3％増）、教室数は210教室、在籍生徒数は17,291名となりまし

た。

　

（明光義塾フランチャイズ事業）

フランチャイズ事業につきましては、生徒の成績向上のため、教室訪問時の学習管理指導の更なる徹

底や期別講習・テスト対策の受講促進を推進してまいりました。

春の入会生徒数につきましては、個別指導塾の増加等による競争激化により厳しい状況となりました

が、夏の入会生徒数については、マネジメント体制の見直し及びスーパーバイザーへの教育を徹底し、

教室運営ノウハウをタイムリーに提供できる体制を構築した結果、順調に推移いたしました。

教室開設面等につきましては、地方における開設の促進やドミナント戦略の推進に努めてきました。

なお、フランチャイズ教室は、前連結会計年度末と比較して36教室増加しております。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は6,613百万円（前年同期比1.8％減）、セグメント利益（営

業利益）は3,276百万円（同1.1％減）、教室数は1,897教室、在籍生徒数は118,947名となりました。

　

（予備校事業）

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきましては、各教科の指導指針及びカ

リキュラムの更なる充実や全寮制校舎の統合によるサービスの集中化と向上を行ってまいりました。

春の入学状況につきましては、進学相談会の実施や、医療従事者向けポータルサイト及び専門雑誌で

の広告宣伝活動、並びに東京医進学院の良さを明確に伝えるための面談力の強化を図った結果、ここ数

年において最高の結果を達成することができました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は597百万円（前年同期比6.9％増）、セグメント利益（営業

利益）は37百万円（前年同期はセグメント損失７百万円）となりました。校舎数は４校、在籍生徒数は

144名となりました。　
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（その他）

明光サッカースクール事業につきましては、クラブチーム「MEIKOジュニアユース」を組成し、ス

クールだけではコーチングしきれない実戦を経験させることにより、真の「個」の育成に注力いたしま

した。また、創設10年間に亘り蓄積した「個」の技術を伸ばす方法論を「明光メソッド」として体系化

し、コーチングの強化を図りました。

これらの結果、サッカースクール事業における当連結会計年度の売上高は128百万円、営業損失は13

百万円、スクール数は14スクール（うちフランチャイズ２スクール）、在籍スクール生は896名となり

ました。　

　

早稲田アカデミー個別進学館事業につきましては、株式会社早稲田アカデミーと当社による教室巡回

指導を強化し、クォリティーの高い運営体制の構築及び教育サービスの提供に努めてまいりました。　

合格実績といたしましては、中学受験については、女子学院中学校、お茶の水女子大学附属中学校、

早稲田大学高等学院中学部、早稲田中学校等、高校受験では、筑波大学附属高等学校、慶応義塾高等学

校、早稲田実業学校高等部、渋谷教育学園幕張高等学校等、首都圏屈指の難関中学校・高等学校に多数

の合格者を輩出することができました。　

校舎展開といたしましては、当社直営校としては２校、株式会社早稲田アカデミーの直営校としては

４校及びフランチャイズ校として14校の体制で展開いたしました。当連結会計年度における当社直営の

志木校及び大宮校の生徒数はそれぞれ123名及び100名、フランチャイズ校は599名と好調に推移してお

ります。　

　

明光キッズ事業につきましては、サマーフェスティバル及びキッズサマーキャンプ等のイベントの実

施による子ども達及び保護者の満足度向上や、提供サービス拡充のための新たな送迎サービスの開始、

「まなび」クラスにおける教育プログラムの充実を図ってまいりました。当連結会計年度の石神井公園

教室（東京都練馬区）の生徒数は101名となり、好調に推移し始めております。　

アブラカドゥードルアートスタジオ及び明光アルク英語スタジオにつきましては、教室型スタジオや

派遣型スタジオ等、多様な展開モデルを検討してきました。また、各スタジオの収益モデルの検証や、

指導体系、教材及びツールの整備・強化に注力するとともに、レッスン講師の育成を行いました。　

なお、アブラカドゥードルアートスタジオの当連結会計年度の生徒数は116名となっております。　

　

連結子会社である株式会社ユーデックにつきましては、主軸の進学模擬試験の販売において、大手塾

を中心とした新規開拓や受験回数増に努めた結果、堅調に推移いたしました。学習塾採択教材売上は、

前連結会計年度の中学教科書改訂特需分を補うまでに至りませんでした。書籍売上は東京・神奈川・千

葉・埼玉の公立高校入試過去問題集を新たに刊行した結果、堅調に推移する一方、学内予備校は新規顧

客獲得に努めるとともに、新たなサービスの提案と顧客満足度の向上に取り組んだ結果、順調に伸張い

たしました。　

これらの結果、当連結会計年度の売上高は707百万円、営業利益は20百万円となりました。　
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連結子会社である株式会社晃洋書房につきましては、主軸である大学教科書の発行において、大学前

期テキストの新刊点数が伸び悩んだものの、再販点数が堅調であったことと、テキスト採用の営業活動

に注力し、企画本の発行に取り組んだ結果、売上高は堅調に推移しました。　

　

なお、早稲田アカデミー個別進学館事業、明光キッズ事業等の損益面につきましては、新規事業とし

て立ち上げ間もないこと及び金額的重要性が乏しいことから、記載を省略しております。

　

＜ご参考＞　明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移

　

回次 第28期 第29期

連結会計年度

自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日

自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日

経営成績他
前年同期
比較

経営成績他
前年同期
比較

明光義塾期末直営教室数 　 214 △1 210 △4

明光義塾期末フランチャイズ教室数 　 1,861 ＋76 1,897 ＋36

明光義塾期末教室数合計 　 2,075 ＋75 2,107 ＋32

明光義塾期末直営教室在籍生徒数 (名) 16,060 ＋1,102 17,291 ＋1,231

明光義塾期末フランチャイズ教室在籍生徒数 (名) 119,849 ＋236 118,947 △902

明光義塾期末在籍生徒数合計 (名) 135,909 ＋1,338 136,238 ＋329

明光義塾直営事業売上高 (百万円) 6,864 ＋289 6,814 △49

明光義塾フランチャイズ事業売上高 (百万円)※１ 6,736 ＋333 6,613 △123

予備校事業売上高 (百万円) 559 △34 597 ＋38

その他の事業売上高 (百万円) 324 ＋180 1,253 ＋929

売上高合計 (百万円) 14,484 ＋768 15,279 ＋794

明光義塾直営教室売上高 (百万円) 6,864 ＋289 6,814 △49

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高 (百万円) 42,423 ＋1,091 41,850 △573

明光義塾教室末端売上高合計 (百万円)※２ 49,287 ＋1,380 48,665 △622

※１　明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等を記載しております。

　２　明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャ

イズ教室の入会金、授業料等の売上高を合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売

上高は含んでおりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、5,434百万円となりまし

た。

　

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は2,269百万円（前年同期比7.1％減）となりました。　

これは主に、税金等調整前当期純利益が3,608百万円と高水準であったこと、法人税等の支払額1,669

百万円があったことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は293百万円（前年同期比71.5％減）となりました。

これは主に、投資有価証券の償還による収入507百万円があった一方、投資有価証券の取得による支

出520百万円、定期預金の増加による支出224百万円があったことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は1,033百万円（前年同期比10.8％減）となりました。

これは主に、借入金の返済による支出394百万円、配当金の支払額720百万円があったことによるもの

であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、該当事項はあり

ません。

　

(2) 商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比(％)

明光義塾直営事業 249,699 △17.6

明光義塾フランチャイズ事業 1,385,446 △10.8

予備校事業 6,605 ＋35.6

その他 498,378 －

合計 2,140,130 ＋14.6

(注) １. セグメント間取引については、相殺消去しております。

２. 金額は、実際仕入価格で表示しております。

３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社グループは、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、該当事項はあり

ません。

　

(4) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比(％)

明光義塾直営事業 6,814,648 △0.7

明光義塾フランチャイズ事業 6,613,408 △1.8

予備校事業 597,812 ＋6.9

その他 1,253,160 ＋286.6

合計 15,279,029 ＋5.5

(注) １. セグメント間取引については、相殺消去しております。

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、教育・文化事業を核として更なる成長を図り、人づくりのトップカンパニーとなるこ

とを2020年ビジョンとして掲げております。2020年ビジョンへの第２ステージとして、成長路線を加速さ

せるとともに、突き抜けた存在となることを目指し、本年10月「中期経営計画」（平成26年８月期～平成

28年８月期）を策定いたしました。

当社は、「自立学習」「個別指導」方式による個別指導塾「明光義塾」の直営及びフランチャイズシス

テムでの全国展開をしており、個別指導塾のパイオニアとして、教室運営、フランチャイズ展開に高い評

価を受けております。しかしながら、厳しさを増す競争下においては、更なる成長路線を確立できる事業

体制及び経営体制を構築することが「中期経営計画」の重要課題であると考え、次のとおり取り組むこと

といたします。

（本部指導体制の強化）　

スーパーバイザー及びエリアマネージャーと本部事務局等の連携を更に強化し、組織的な教室対応等を

行うとともに、指導内容の標準化及び効率化を図っていきます。　

（明光義塾事業の三次元成長の確立）

サテライト教室の導入促進及びエリアの再編等による教室数増加を進めていきます。また、「明光式！

自立学習」の徹底及び各々の生徒に最適な指導方法の確立、生徒のモチベーションアップ、学力向上、志

望校合格、生徒の自立学習の遂行を図り、「地域で最も信頼される学習塾」の地位の確立と、高校生対象

の映像授業や小学生まなびコースといった新たな教育サービスの提供により、生徒数及び授業回数の増加

を目指していきます。　

（新生明光義塾の開発）

社会の進化、教育の変化及び多様化する教育ニーズに対応するため、「明光義塾」の次世代モデルの開

発を進めていきます。

（新規事業の事業基盤確立と事業領域の拡大）

次なる基幹事業の確立と新たな事業領域の拡大による成長路線を加速させるため、当社グループ独自の

付加価値の追求、差別化された高い競争力の構築、新たな市場価値の創造、積極的な営業及びプロモー

ション活動により新規事業の認知度向上を図るとともに、これらを支える高いマネジメント能力を有する

組織及び人材を育成していきます。　

（組織改革と人材育成による強靭な本部組織の実現）

競争力を高めるため、社員の成長を促す適材適所の人事配置の促進や女性マネージャーの積極登用によ

る人材力の向上、並びに各部門の連携の緊密化により、教室をきめ細かくサポートする組織を構築してま

いります。　

また、研修面につきましては、全社最適で行動できる次世代リーダーを育成するため、「MEIKO-Next

リーダー　サクセッションプログラム」をスタートさせております。　

（企業価値の向上）

魅力ある株主還元、資本政策、アライアンス及びＭ＆Ａの活用による新たな価値の創造に努めていきま

す。　

　

当社グループは、引き続き、事業拡大への積極投資と経営の革新化を推進し、収益機会の多角化、永続

的な成長路線の維持に取り組んでまいります。また、当社グループは今後においても、グループ事業のあ

るべき将来像を描き、収益機会を創造し、最善の経営意思決定をするように努めてまいります。　
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項

は、当連結会計年度末日現在（平成25年８月31日）において判断したものであります。また、以下に記載

したリスクは主要なものであり、これらに限られるものではありません。

　

(1) フランチャイズ契約について

当社は、全国に個別指導塾「明光義塾」のフランチャイズチェーン展開を図るために、加盟者とフラ

ンチャイズ契約を締結し、教室開設指導及び継続的な教室経営指導並びに教室用備品、教室用機器、教

材、テスト及び広告宣伝物等の商品販売を行っております。

当社といたしましては、フランチャイズ加盟者への経営指導により、経営者意識の確立、生徒の募集

及び教室数の増加に注力しております。また、当社とフランチャイズ加盟者が一体となり「明光義塾」

の優位性の向上を図るため、様々な施策を講じております。

しかしながら、何らかの事情によりフランチャイズ加盟者は、当社とのフランチャイズ加盟契約を解

消する可能性があります。また、当社の指導の及ばない範囲で、フランチャイズ加盟者の契約違反等が

発生する場合があります。

上記のような事態が発生した場合、当社の経営成績に影響を及ぼすだけでなく、ブランドイメージに

も影響を与え、事業展開及びフランチャイズ展開に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、フランチャイズ契約の内容は、第２〔事業の状況〕の５〔経営上の重要な契約等〕の項目をご

参照下さい。

　

(2) 業界動向について

当社が属する学習塾業界は、いわゆる「少子化」の進行により、市場規模が微減傾向にあり、今後も

この傾向は続くものと予想されております。

このような状況下、業界の最近の動向として、時代のニーズの変化に応じ、集団指導塾から個別指導

塾へシフトする学習塾が増加しております。個別指導の指導形態は一人ひとりの子どもを大切に教育す

るという社会の傾向を受けて着実に伸びており、今後も需要が高まるものと予想されております。

また、近年では個別指導塾の中でも差別化が進む傾向が顕著であります。個別指導塾においては、当

社が経営する「明光義塾」、株式会社東京個別指導学院が経営する「東京個別指導学院」、並びに株式

会社リソー教育が経営する「トーマス」等が有力塾とされており、その他に集団指導塾が併営する個別

指導塾等があります。

以上のような状況下にあって、当社は個別指導塾として優位性を維持できるものと考えております

が、競合他社の事業拡大や新規参入等により、業績に影響を与える可能性があります。

　

(3) 個人情報管理について

当社は、学習塾を経営するとともに、独自のフランチャイズシステムに基づき、加盟者と契約を締結

し継続的な教室運営指導を行っております。なお、教室運営の過程において、生徒、保護者及び講師等

の個人情報を入手する立場にあります。当社では、これらの個人情報管理について、「個人情報保護規

程」に則り、「リスク管理委員会」による情報漏洩未然防止策の検討、施策の運用状況の検証等を行

い、個人情報保護対策に努めております。

しかしながら、様々な要因によりこれらの個人情報が漏洩する可能性があります。
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　上記のような事態が発生した場合、顧客からの信用が失墜するとともに、営業機会の損失及び損害賠

償の請求等、業績に影響を与える可能性があります。

　

(4) 有価証券の価格変動リスクについて

当社グループが所有する有価証券の会計処理については、「金融商品に係る会計基準」を適用してお

ります。

　市場性のあるその他有価証券は時価評価を行い、時価と取得原価との差額については、税効果会計適

用後、純資産の部にその他有価証券評価差額金として表示しております。

満期保有目的の債券、関連会社株式及び市場性のないその他有価証券（複合金融商品で一定のものを

除く。）は、償却原価法又は原価法等により連結貸借対照表価額としております。

なお、これら有価証券の将来の市場価額及び実質価額が著しく下落し、回復可能性があると判断でき

ないものについては、減損処理が必要となります。

また、複合金融商品で一定のものについては、当該金融商品全体を時価評価し、評価差額（主とし

て、複合金融商品に組み込まれた先物為替予約を時価評価した際生じる評価差額）を損益に計上してお

ります。したがいまして、為替の相場等の状況により多額の評価損を計上する可能性があります。

　

(5) 人材の確保・育成について

当社グループでは、人材こそが最も重要な経営資源であり、教育サービスを担う社員及び講師の確保

と育成を重要な課題であるととらえております。

したがいまして、新規採用時の研修や季節・地域ごとの定例ブロック研修、コンプライアンス教育

等、多くの研修メニューを通じて社員・講師の育成に力を入れております。また、事業活動によって新

たな仕事に挑戦する機会をつくり出し、当社グループの将来を担う人材の育成に努めております。

しかしながら、こうした取り組みにもかかわらず、社員・講師の安定的な採用・育成が困難になった

場合、教育サービスの質が低下し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 自然災害等のリスク

当社グループが展開している地域において、大規模な地震等の自然災害やインフルエンザ等の感染症

が発生した場合、業務遂行が困難になる可能性があります。

当社グループでは、有事に備えた危機管理体制の整備に努め対策を講じておりますが、これら自然災

害等が想定を大きく上回る規模で発生した場合には、教育サービスの提供が困難となり、業績等に影響

を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 国内フランチャイズ契約

当社は、全国に学習塾のフランチャイズチェーン展開を図るために、加盟者とフランチャイズ契約を締

結しております。契約のタイプ、当社が徴収する主な対価、契約期間及び更新は、以下のとおりでありま

す。

① 契約のタイプ

ａ. 当社を明光義塾本部とし、加盟者を加盟単位とするフランチャイズ契約(二者間契約)

ｂ. 当社を明光義塾本部とし、エリアフランチャイズ権を付与した加盟者と、そのエリア内の別の加

盟者との三者によるフランチャイズ契約(三者間契約)

(注)　現行、当社が、「エリアフランチャイズ契約」を締結しエリアフランチャイズ権を付与した加盟者は株

式会社明光ネットワーク九州のみであり、エリアフランチャイズ権を付与した地区は山口県、九州全県

及び沖縄県であります。

　

② 当社が徴収する主な対価

当社が所有する商標及びノウハウ等の使用に対し、当社は加盟者から下記のような対価を徴収して

おります。

ａ. 加盟者は、ロイヤルティとして月間売上高の一定割合を支払う(主として10％)。

ｂ. 加盟者は、フランチャイズ加盟時にはフランチャイズ加盟金(300万円)を支払う。

　

③ 契約期間及び更新

現行３ヶ年。ただし、期間満了後、審査のうえ契約を更新する。

　

(2) 海外フランチャイズ契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約年月日 業務提携の概要 契約期間

株式会社明光ネット
ワークジャパン

Eduplex
Education, Inc.
(エデュプレックス
社)

大韓民国 平成19年10月22日

エデュプレックス社をサ
ブフランチャイジーとし
て、当社の保有する学習
指導システム「個別指
導」のノウハウを提供

現行5ヶ年
自動更新

（注）　上記契約の当社が徴収する主な対価は、以下のとおりであります。

　 ①エデュプレックス社が個別指導教室を運営する加盟者から徴収したロイヤルティの10％

　 ②エデュプレックス社の直営教室のうち個別指導に係る売上の１％

　 ③その他
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(3) 業務資本提携契約

契約会社名 相手方の名称 契約年月日 契約内容

株式会社明光ネット
ワークジャパン

株式会社学研ホール
ディングス

平成20年８月28日

業務提携
①両社の対面教育事業における生徒の相互紹介
②教材の共同開発及び当社での利用
③同社の教育システムを当社で活用
④その他模擬試験の共同開発・実施、教具の共同
購入、講師の派遣等の実施
資本提携
　株式の相互保有

株式会社早稲田アカ
デミー

平成22年８月27日

業務提携
①高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個
別進学館」の開発及び展開
②教育情報・受験情報・地域情報等の共有と相互
提供
③教材・指導コンテンツ、研修コンテンツ類の共
同開発並びに相互提供
④相互協力による人材育成

平成22年９月９日
資本提携

　株式の相互保有

株式会社アルク 平成23年７月25日

業務提携
①フランチャイズによる英語教室の全国展開に向
けた事業育成
②新たな教室教材・指導・研修プログラム等の共
同開発及び相互提供
③英語教師の養成・育成及びその活用等

　

(4) マスターフランチャイズ権

契約会社名
相手先
の名称

相手先の
所在地

契約品目
契約
締結日

契約期間 契約内容

株式会社明光
ネットワーク
ジャパン

Abrakadoodle,
Inc.

米国
バージニア
州

マスターフラン
チャイズ権

平成22年
12月22日

平成22年12月22日から

平成31年７月30日まで

商標及びノウハウの
使用、日本における
「Abrakadoodle」
アートスタジオ運営
等。日本におけるフ
ランチャイザーとし
て当社がフランチャ
イズのサブ・ライセ
ンスを発行する権
利。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における予想等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在（平成25年８月31日）において判断

したものであり、将来に関する事項には、不確実性等を内在しているため、将来生じる実際の結果と異な

る可能性がありますので、ご留意下さい。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠し

て作成されております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の報告数

値及び報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り、判断及び仮設定を行わなければ

なりません。具体的には、貸倒引当金、減価償却累計額、有価証券の評価及び繰延税金資産等が該当い

たします。

これら蓋然的な事項についての見積り、判断及び仮設定については、過去の実績等合理的な基準で

行っておりますが、見積り特有の不確実性により、将来において実際値と見積値に差異が生じる可能性

があります。

なお、当社グループの経営陣が当連結会計年度において、見積り、判断及び仮設定により当社グルー

プの連結財務諸表に重要な影響を及ぼすと考えられる項目は次のとおりであります。

　

(有価証券)

当社グループが所有する有価証券の会計処理については、「金融商品に係る会計基準」を適用してお

ります。

市場性のあるその他有価証券は時価評価を行い、時価と取得原価との差額については、税効果会計適

用後、純資産の部にその他有価証券評価差額金として表示しております。

満期保有目的の債券、関連会社株式及び市場性のないその他有価証券（複合金融商品で一定のものを

除く。）は、償却原価法又は原価法等により連結貸借対照表価額としております。

なお、これら有価証券の将来の市場価額及び実質価額が著しく下落し、回復可能性があると判断でき

ないものについては、減損処理が必要となります。

また、複合金融商品で一定のものについては、当該金融商品全体を時価評価し、評価差額（主とし

て、複合金融商品に組み込まれた先物為替予約を時価評価した際生じる評価差額）を損益に計上してお

ります。したがいまして、為替の相場等の状況により多額の評価損を計上する可能性があります。

　

(繰延税金資産)

当社グループは、連結貸借対照表上の資産・負債の計上額と課税所得の計算上の資産・負債との一時

差異に関して法定実効税率を用いて繰延税金資産及び繰延税金負債を計上しております。これらの繰延

税金を決定する際に、一時差異が解消した時に予想される法定実効税率を見積って算定しております。

また、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を十分に検討し合理的に見積

る必要があります。したがいまして、将来の課税所得が予想を下回った場合は、繰延税金資産が減少し

税金費用が計上され、連結財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。
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(2) 当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析

①　財政状態

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して1,407百万円増加

(17.8％増)し9,297百万円となりました。これは主に、現金及び預金の増加1,191百万円があったこと

によります。

　

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して44百万円減少（0.6％

減）し7,259百万円となりました。これは主に、投資有価証券の増加143百万円があった一方、長期貸

付金の減少91百万円及び繰延税金資産の減少100百万円があったことによります。

　

(流動負債)

当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して1,416百万円増加

（52.2％増）し4,130百万円となりました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が1,392百万円

増加したことによります。

　

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して1,717百万円減少

（73.7％減）し613百万円となりました。これは主に、長期借入金が1,695百万円減少したことにより

ます。

　

(純資産)

当連結会計年度末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して1,663百万円増加

（16.4％増）し11,813百万円となりました。これは主に、当期純利益を2,169百万円計上したことに

よります。

　

②　経営成績

(売上高)

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度と比較して794百万円増加（5.5％増）し15,279百万円

となりました。これは主に、株式会社ユーデックを新規に連結したことによります。

　

(売上原価、販売費及び一般管理費)

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度と比較して591百万円増加（7.0％増）し8,995百万

円となりました。売上原価率は、58.9％となりました。　

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度と比較して165百万円増加（6.5％増）

し2,703百万円となりました。
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(営業利益)

上記の営業損益計算の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度と比較して37百万円増

加（1.1％増）し3,580百万円となりました。

売上高営業利益率については、23.4％となりました。

　

(営業外収益、営業外費用)

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度と比較して22百万円増加（9.4％増）し260百万円

となりました。当連結会計年度の営業外費用は、前連結会計年度と比較して69百万円増加（128.3％

増）し123百万円となりました。

　

(経常利益)

上記の経常損益計算の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度と比較して８百万円減

少（0.2％減）し3,718百万円となりました。売上高経常利益率については、前連結会計年度と比較し

て1.4ポイント悪化し、24.3％となりました。しかしながら、学習塾業界では引き続きトップレベル

の収益性を維持しております。

　

(特別利益、特別損失)

当連結会計年度の特別損失は、前連結会計年度と比較して56百万円減少（33.8％減）し110百万円

となりました。

　

(当期純利益)

上記の結果、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度と比較して200百万円増加（10.2％

増）し2,169百万円となりました。１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の71円38銭に対し、当

連結会計年度は78円60銭となりました。

なお、事業全体の包括的な分析及びセグメント別の分析は、第２〔事業の状況〕の１〔業績等の概

要〕(1) 業績の項目をご参照下さい。

　

　

③　キャッシュ・フロー

第２〔事業の状況〕の１〔業績等の概要〕(2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照下さい。
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(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の経営成績に重要な影響を与える主たる要因につきましては、第２〔事業の状況〕の４〔事業等

のリスク〕の項目をご参照下さい。当該箇所で記載いたしましたフランチャイズ契約について、少子化

傾向、競合他社の事業拡大や新規参入、個人情報の漏洩等が、当社の経営に重要な影響を与える要因で

あると認識しております。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは主として、学習塾事業という特性上、早期における債権回収及び低資本による教室開

設・運営が可能であり、特段の投融資がない限り、剰余金の増加により現金及び現金同等物の増減は毎

期プラスとなります。

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純利益3,608百万円及び投資有価

証券の償還による収入507百万円等の資金増加要因と、法人税等の支払額1,669百万円、投資有価証券の

取得による支出520百万円及び配当金の支払額720百万円等の資金減少要因があったことにより、当連結

会計年度末には5,434百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、第２〔事業の状況〕の１

〔業績等の概要〕(2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照下さい。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社経営陣は、急速な業界環境や経済動向の変化に対応するため、当社事業のあるべき将来像を描

き、収益機会を創造し、明確な目標設定を基本とする戦略的事業展開を推進し、最善の経営意思決定を

するように努めております。

なお、今後の解決すべき主たる重点課題及び今後の方針等につきましては、第２〔事業の状況〕の３

〔対処すべき課題〕の項目をご参照下さい。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、事業の拡大に伴い、適宜設備投資を行っており、当連結会計年度に実施した設備投

資の総額は151,406千円（有形固定資産、無形固定資産及び投資不動産の受入ベース数値）であります。

その主なものは、情報システム構築に対する開発費79,319千円、明光義塾直営教室等の移転及びリ

ニューアルに係る設備投資であります。

なお、セグメントごとに直接関連付けるのは困難であるため、包括的に記載しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成25年８月31日現在

事業所名(所在地) セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(名)

建物
土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

ソフトウェア 合計

本社
(東京都新宿区)

－ 統括業務設備 53,278
－

( 　　－)
24,467 164,541 242,287 182

明光ビル
(東京都豊島区)

－ 賃貸設備他 292,486
493,293
(336.42)

－ － 785,779 －

明光義塾早稲田教室他
(全210教室)

明光義塾直営事業 教室設備 100,200
－

( 　　－)
10,101 － 110,301 241

(注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 現在休止中の主要な設備はありません。

３. 従業員数には、教室アルバイト講師及びパート職員等の臨時雇用者は含まれておりません。

４. 明光ビルにつきましては、平成25年８月31日現在、９フロアのうち７フロアを第三者に貸与しております。

５. 上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

　
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
年間リース料
(千円)

リース契約
残高(千円)

全社
(東京都新宿区他)

－ コンピューター関連他 1,647 1,782

　

(2) 国内子会社

平成25年８月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメン

トの名称

設備の内

容

帳簿価額(千円)

従業員数

(名)
建物

及び構築

物

土地

(面積㎡)

工具、器

具及び備

品

ソフトウ

エア
合計

株式会社東京医進

学院

本社

(東京都新

宿区）

予備校事

業

統括業務

設備
203,601

222,000

(105.31)
457 728 426,787 ７

株式会社ユーデッ

ク

本社   

(大阪市淀

川区)

その他
統括業務

設備
2,209

－

(    －)
10,282 6,329 18,821 29

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 現在休止中の主要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

経常的な設備の更新のための新設等を除き、重要な設備の新設等の計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,405,000

計 72,405,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,803,600 27,803,600
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 27,803,600 27,803,600 － －

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月１日～
平成21年８月31日

(注)１
24,000 34,755,900 3,744 964,322 3,720 907,316

平成21年９月１日～
平成22年８月31日

(注)１
3,000 34,758,900 837 965,159 834 908,150

平成22年11月８日   
(注)２

△3,674,400 31,084,500 － 965,159 － 908,150

平成23年２月１
日　　　　　(注)２

△3,300,000 27,784,500 － 965,159 － 908,150

平成23年９月１日～
平成24年８月31日

(注)１
4,000 27,788,500 1,440 966,600 1,440 909,591

平成24年９月１日～
平成25年８月31日

(注)１
15,100 27,803,600 5,912 972,512 5,912 915,503

（注)１．新株予約権の行使による増加であります。

２．自己株式の消却による減少であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成25年８月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 26 14 136 90 22 21,693 21,981 －

所有株式数
(単元)

－ 17,623 866 68,110 86,434 160 104,818 278,011 2,500

所有株式数
の割合(％)

－ 6.34 0.31 24.50 31.09 0.06 37.70 100.00 －

(注) 自己株式200,127株は、「個人その他」に2,001単元及び「単元未満株式の状況」に27株を含めて記載しており

ます。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年８月31日現在

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済
株式
総数に
対する
所有株
式数
の割合
(％)

明光株式会社 東京都新宿区市谷本村町７－４ 4,364,000 15.70

ステート ストリート バンク アンド トラスト カ

ンパニー

(常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業

務部)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A

(東京都中央区日本橋三丁目11－１)
3,784,600 13.61

渡邉　弘毅 埼玉県所沢市 3,094,600 11.13

奥井　世志子 東京都新宿区 1,492,800 5.37

株式会社学研ホールディングス 東京都品川区西五反田二丁目11－８ 1,473,573 5.30

ザ バンク オブ ニューヨーク－ ジャスディック　

トリーティー　アカウント

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)

AVENUE DES ARTS 35 KUNST LAAN, 1040 BRUSSELS,　BELGIUM

(東京都中央区月島四丁目16-13)
1,012,086 3.64

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライ
スド ストツク フアンド　　　　　　　　（プリン
シパル オール セクター サブポートフオリ
オ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（常任
代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

82 DEVONSHIRE ST BOSTON MASSACHUSETTS

02109360582　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１

決済事業部)

944,000 3.39

メロン バンク エヌエー アズ エージェント

フォー イッツ クライアント メロン エービーエヌ

オムニバス ユーケー ペンション

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)

ONE BOSTON PLACE BOSTON，MA 02108

(東京都中央区月島四丁目16-13)
516,000 1.86

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレ
ギュラーアカウン
ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会
社）

200 WEST STREET NEW YORK.NY.USA        (東京都港区六本木六丁目10-

１)
358,800 1.29

株式会社早稲田アカデミー 東京都豊島区池袋二丁目53-７ 347,600 1.25

計 － 17,388,059 62.54
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(注) １. リンゼル・トレイン・リミテッドから平成24年12月21日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変

更報告書により、平成24年12月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

  なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

リンゼル・トレイン・リミ
テッド

英国ロンドン、バッキンガム・ゲー
ト30、ケイザー・ハウス

2,320,000 8.35

２. エフエムアール　エルエルシー（FMR LLC）から平成25年５月14日付で関東財務局長に提出された大量保有

報告書の変更報告書により、平成25年５月８日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

  なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール　エルエル
シー（FMR LLC）

米国 02210 マサチューセッツ州ボス
トン、サマー・ストリート245

3,548,200 12.76

３. ミッション・バリュー・パートナーズ・エルエルシーから平成25年６月24日付で関東財務局長に提出された

大量保有報告書の変更報告書により、平成25年６月20日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

  なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

ミッション・バリュー・
パートナーズ・エルエル
シー

アメリカ合衆国、デラウェア州19808、ウィ

ルミントン、センターヴィル・ロード

2711、400号室、コーポレーション・サービ

ス・カンパニー気付

1,679,000 6.04
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      200,100

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式   27,601,000 276,010 －

単元未満株式 普通株式    　　2,500 － －

発行済株式総数 27,803,600 － －

総株主の議決権 － 276,010 －

　

② 【自己株式等】

平成25年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社明光ネットワーク
ジャパン

東京都新宿区西新宿
七丁目20－１

200,100 － 200,100 0.72

計 － 200,100 － 200,100 0.72

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式

　
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
(－)

－ － － －
　 　 　 　 　

保有自己株式数 200,127 － 200,127 －
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置付けており、新たな事業投資及び業容

の拡大に備えるための内部留保を行うとともに、経営成績の伸長に見合った成果の配分や配当金額の継続

的な増額を基本方針としております。

上記の基本方針のもと、年間配当性向は35％程度から段階的に50％程度へ引き上げるものとし、安定的

な成果の配分を実施してまいります。

　また、剰余金の配当の回数は、中間配当及び期末配当の年２回を原則的な基本方針としております。

配当の決定機関は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行

うことができる旨を定款に定めております。なお、自己株式の取得・消却、剰余金その他の処分について

は、当社の財政状態等を勘案し、適宜、適切な対応を検討してまいります。

この基本方針に基づき、当事業年度につきましては、資金状況等を踏まえ、平成25年10月22日開催の取

締役会において、次のように剰余金の処分に関する決議をいたしました。

(1) 期末配当に関する事項

 ① 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

    当社普通株式１株につき金14円　総額386,448,622円

 ② 剰余金の配当が効力を生じる日

　  平成25年11月25日

(2) 剰余金の処分に関する事項

　① 増加する剰余金の項目及びその額

　　 別途積立金　   1,000,000,000円

 ② 減少する剰余金の項目及びその額

    繰越利益剰余金　1,000,000,000円

この結果、当事業年度の配当につきましては、中間配当金13円を含め、１株当たり年間配当金を27円

（平成24年８月期より２円増配）とさせていただきました。当事業年度の配当性向につきましては33.8％

となりました。

内部留保資金につきましては、財務構造の強化を勘案しつつ、将来の新たな事業展開、明光義塾事業の

教務力の強化並びに業容の拡大に伴うインフラ整備に充当する等有効投資してまいりたいと考えておりま

す。
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(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成25年４月10日
取締役会決議

358,845 13

平成25年10月22日
取締役会決議

386,448 14
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年８月

最高(円) 628 710 798 842 1,438

最低(円) 371 518 568 612 762

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成25年３月 平成25年４月 平成25年５月 平成25年６月 平成25年７月 平成25年８月

最高(円) 1,343 1,438 1,434 1,301 1,374 1,313

最低(円) 1,119 1,160 1,220 1,100 1,226 1,141

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

　 渡　邉　弘　毅 昭和17年９月19日生

昭和44年５月 株式会社日本教育図書センター入

社

(注)２ 3,094,600

昭和52年９月 同社代表取締役社長就任

昭和53年７月 日本クレジット株式会社代表取締

役社長就任

昭和55年11月 株式会社シナップス教育セン

ター代表取締役社長就任

昭和57年８月 株式会社教育産業研究所(平成４

年９月の当社との合併における形

式上の存続会社である株式会社明

光ネットワークジャパン)設立

代表取締役社長就任

昭和57年８月 ワールド学院株式会社(現明光株

式会社)設立

代表取締役社長就任

昭和59年９月 サンライト株式会社(合併におけ

る実質上の存続会社である株式会

社明光ネットワークジャパン)設

立　取締役就任

昭和60年５月 明光義塾株式会社(旧サンライト

株式会社、合併における実質上の

存続会社である株式会社明光ネッ

トワークジャパン)代表取締役社

長就任(現任)

代表取締役
副社長

　 奥　井　世志子 昭和29年８月24日生

昭和57年８月 株式会社教育産業研究所(平成４

年９月の当社との合併における形

式上の存続会社である株式会社明

光ネットワークジャパン)設立

常務取締役就任

(注)２ 1,492,800

昭和57年８月 ワールド学院株式会社(現明光株

式会社)設立 取締役副社長就任

昭和59年９月 サンライト株式会社(合併におけ

る実質上の存続会社である株式会

社明光ネットワークジャパン)設

立　常務取締役就任

平成８年11月 専務取締役就任

平成13年１月 明光株式会社代表取締役社長就任

（現任）

平成16年９月 明光義塾本部長

平成18年４月 管理本部長兼明光義塾本部総括

平成19年３月 全体統轄兼管理部門管掌

平成20年11月 取締役副社長就任

全体統轄兼最高財務責任者就任

（現任）

平成21年11月 代表取締役副社長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

常務取締役

プ ロ モ ー
ション部管
掌兼情報シ
ステム部管
掌

田　上　節　朗 昭和30年８月６日生

昭和55年４月 株式会社東京放送入社

(注)２ 5,000

平成14年１月 有限会社メディアアンサンブル取

締役就任

平成17年５月 当社入社

平成17年６月 明光義塾本部プロモーション部長

平成17年11月 取締役就任

平成18年３月 明光義塾本部プロモーション部

(現プロモーション部)管掌(現任)

平成19年７月 情報システム部管掌(現任)

平成20年11月 常務取締役就任（現任）

業務管理部管掌

平成21年９月 株式会社東京医進学院取締役就任

平成22年９月 教務部管掌

平成22年９月 株式会社ユーデック取締役就任

（現任）

平成24年９月

平成24年12月

未来キッズクラブ事業部管掌

株式会社晃洋書房取締役就任（現

任）

常務取締役

明光義塾事
業本部管掌
兼ＦＣ開発
部管掌

佐　藤　浩　章 昭和35年８月31日生

昭和58年３月 株式会社セブン-イレブン・ジャ

パン入社

(注)２ 5,200

平成14年３月 カタリナマーケティングジャパン

株式会社メーカーセールスグルー

プ部長

平成17年５月 当社入社

平成17年６月 明光義塾本部ＦＣ営業部長

平成17年11月 取締役就任

平成18年３月 明光義塾本部ＦＣ営業部管掌

平成20年11月 常務取締役就任（現任）

平成22年９月 明光義塾事業本部管掌（現任）

平成24年９月 ＦＣ開発部管掌（現任）

常務取締役

個別進学館
事業本部長
兼事業開発
本部長

山　下　一　仁 昭和34年12月７日生

平成６年11月 株式会社ダイエー店長・支配人

(注)２ 10,000

平成14年４月 カタリナマーケティングジャパン

株式会社リテールグループシニア

ディレクター

平成19年３月 当社入社直営事業部統轄事業部長

平成19年11月 取締役就任

直営事業部管掌兼教務部管掌

平成20年11月 常務取締役就任(現任)

平成21年９月 株式会社東京医進学院代表取締役

社長就任(現任)

平成22年９月 事業開発本部管掌

平成24年９月 個別進学館事業本部長(現任)

　 サッカースクール事業部管掌

　 明光キッズ事業部管掌

 
平成25年７月

事業開発部管掌

事業開発本部長(現任)

取締役

総務部長兼
管理部門管
掌兼業務管
理部管掌

松　尾　克　久 昭和36年９月16日生

平成元年５月 当社入社

(注)２ 5,100

平成17年１月 明光義塾本部ＦＣ営業部副部長

平成18年３月 ＦＣ事業部長

平成20年11月 取締役就任（現任）

平成21年11月 総務部長兼リスク管理部管掌

平成22年９月 総務部長兼管理部門管掌（現任）

平成24年９月 業務管理部管掌（現任）

取締役
明光義塾事
業本部長

武　正　芳　和 昭和38年８月29日生

平成７年５月 当社入社

(注)２ 10,000

平成14年９月 直営第４事業部副部長

平成16年９月 明光義塾本部直営営業部長

平成20年11月 取締役就任（現任）

平成22年９月 明光義塾事業本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

常勤監査役 　 松　下　和　也 昭和29年12月19日生

平成10年１月 株式会社東京三菱銀行（現株式会

社三菱東京UFJ銀行）長原支店長

(注)３ 100

平成15年５月 同行シカゴ支店長兼ミネソタ出張

所長

平成18年７月 株式会社三菱東京UFJ銀行ヒュー

ストン支店長兼ダラス出張所長

平成19年２月 三菱自動車工業株式会社執行役員

財務本部長兼財務統括室長就任

平成22年11月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 　 小　口　隆　夫 昭和24年２月25日生

昭和55年４月 第一東京弁護士会登録

(注)３ 50,000
昭和58年５月 小口法律事務所(現新井・小口・

星出法律事務所)開業(現任)

平成８年11月 当社監査役(非常勤)就任(現任)

監査役 　 貴　島　　　透 昭和17年５月１日生

平成２年５月 株式会社三菱銀行(現株式会社三

菱東京UFJ銀行)横浜駅前支店長

(注)４ 1,000

平成４年10月 同行東京事務センター所長

平成６年12月 新菱冷熱工業株式会社取締役就任

平成９年12月 同社常務取締役就任

平成18年12月 同社顧問就任

平成19年11月 当社監査役(非常勤)就任(現任)

計 4,673,800

(注) １．監査役松下和也、小口隆夫及び貴島透は、社外監査役であります。

２．取締役の任期は、平成25年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年８月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．監査役松下和也及び小口隆夫の任期は、平成22年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年８月期に

係る定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役貴島透の任期は、平成23年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年８月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

① 企業統治の体制

  イ. 企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は監査役制度採用会社であり、会社の機関としては会社法に規定する株主総会、取締役会、

監査役会及び会計監査人を設置しております。

　

取締役会は７名の取締役から構成され、会社の重要な意思決定機関としての役割と、各取締役に

対し業務遂行状況の定例報告、業務遂行の監督機関としての役割を有しております。

　

監査役会は常勤監査役１名と非常勤監査役２名、計３名の社外監査役で構成されており、取締役

の業務執行について監査し、経営の健全性を支える役割を担っております。

　

この他、経営会議を設置し、経営に関する重要な事項の審議、検討及び情報の共有化を図ってお

り、経営意思決定の透明性の確保に努めております。

当該会議体により、経営に関する様々な課題を迅速かつ戦略的に対応し、最適な事業活動に取り

組んでおります。

　

また、代表取締役社長直属の組織として、４名で構成される内部監査室を設置し、業務運営の適

正性及び効率性向上等の徹底を推進しております。

　

このような体制や機能強化に向けた取組みにより、経営の透明性、健全性、公正性の確保、リス

ク管理の徹底並びにアカウンタビリティの向上を図り、株主価値を重視したコーポレート・ガバ

ナンスをより一層強化する方針であります。

　

なお、当社の業務執行の体制、経営監視等の概要の図式は以下のとおりであります。
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ロ．内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備状況

当社の内部統制システム及びリスク管理体制は、経営組織の整備状況、業務運営の効率性及びリス

ク管理の状況等を検討、評価、報告することにより、経営管理に寄与することを基本的方針としてお

ります。

なお、当社の主な内部統制システム及びリスク管理体制に関する整備状況は以下のとおりでありま

す。

ａ. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1)　当社は、取締役及び使用人が当社の社会的責任と公共的使命を認識し、一人ひとりが高い倫理

観を持ち、法令・定款・諸規則に反することなく誠実に業務運営を遂行することを経営上の重

要課題と位置付ける。その周知徹底のため、コンプライアンス委員会を置き、「コンプライア

ンス規程」及び「企業行動憲章」を全役職員に配布・啓蒙し、企業統治の基盤強化に努めるも

のとする。

2)　取締役は「取締役行動基準」に基づき、その職務を正しく適法に遂行する。

3)　企業倫理として「ホスピタリティ」を宣言し、チェーン全体の企業倫理の向上を推進する。

4)　当社は、経営環境の変化に呼応して生じるリスクに迅速に対応するため、リスク管理委員会を

置き、事務局はリスク管理部が担当する。リスク管理委員会は「リスク管理規程」を基準とし

て、業務執行部門のリスク評価・管理・対策を取りまとめて管理し、リスクへの柔軟な対応と

コンプライアンスの遂行を推進する。

5)　内部通報制度を導入することによって、コンプライアンス経営の強化を図る。

6)　内部統制の整備・運用状況をモニタリングするため「内部監査規程」を定め、内部監査室を置

く。内部監査の結果は取締役へ報告され、内部統制システムの継続的な改善を推進する。

7)　当社は、業務執行の結果である財務情報、並びにコンプライアンス委員会及びリスク管理委員

会に集約した重要な企業情報を、適正かつ適時に開示し企業活動の透明性を確保する。

8)　役職員は、一丸となって、不当な要求を行う反社会的勢力に対しては、その圧力に屈すること

なく毅然とした態度で臨み、反社会的勢力に対し、経済的利益を含む一切の利益を供与しない

ものとする。

ｂ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行・経営意思決定及び取締役への報告に関する文書は、法令及び別に定める「文

書管理規程」、「稟議決裁規程」等規程に則り、保存及びその他の管理を行う。また、それら文

書は、監査役監査及び会計監査人監査の要請による随時の閲覧が可能な状態で保持することとす

る。

ｃ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1)　事故・災害、与信等、損失のリスクに関する事項は、各業務執行部門において、「リスク管理

規程」に則り、リスクを抽出し発生を未然に防止するための様々な施策の検討、施策の運用を

行う。

それらのリスクは全社横断的にリスク管理委員会に集約し、潜在的なリスクに対する施策の運

用状況の検証、及び顕在化した場合の事後対応の適正化を図るため、ガイドラインの制定やマ

ニュアルの作成を行うものとする。

2)　危機管理、個人情報保護など事業所に係る重要なリスクについては、リスク管理委員会が集約

したリスクの予防・軽減施策を、経営会議等で協議のうえチェーン全体に提示し、チェーン全

体での経営の安定化に努めるものとする。
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ｄ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)　取締役は年度経営計画及び中期経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確にするとと

もに、取締役の管掌を定め業務執行の効率化を推進する。また、経営目標が当初の予定通り進

捗しているか定期的な業績報告を通じて検査・評価し、ＰＤＣＡサイクルの向上を図る。

2)　取締役会は、会社の重要な意思決定機関としての役割と、各取締役に対する業務遂行状況の定

例報告、及び業務遂行の監督機関としての役割を強化するために、毎月１回以上開催する。ま

た、重要な経営事項については、取締役、常勤監査役及び経営企画部長等で構成する経営会議

で審議、検討及び情報の共有化を図り、経営意思決定の迅速性を高めるとともに、透明性及び

効率性の確保に努める。

3)　取締役は、専任の内部監査室から業務執行に係る改善点の報告を受け、担当管掌業務の有効性

と効率性の適正化を図るものとする。

e. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1)　当社及びその子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に則り、業況の定期的報告

と重要案件の稟議・協議を行う。

2)　内部監査室は、子会社の運営状況等を監査し、問題等があると認めた場合には、取締役会及び

監査役会に報告する。

3)　当社のコンプライアンス体制、リスク管理体制は原則として子会社に適用する。

f. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

1)　当社では、監査役監査の事務及び実査補助は、所轄部門又は使用人を固定せず、適宜担当部門

が実施する。

2)　監査役の要請がある場合には、監査役を補助する使用人を置く。当該使用人に期待される業務

の範囲及び就任期間により、専任又は兼任を決定するものとする。

g. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役を補助すべき使用人を置くこととなった場合、当該使用人の人事異動、人事評価等に関し

ては、監査役会の同意を必要とする。

h. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

1)　監査役は、経営方針決定の経過及び業務執行の状況を知るために、業務執行に関する重要会議

(常勤監査役は取締役会・経営会議・部門長会及び非常勤監査役は取締役会)に出席する。

2)　監査役が会社の実態を正確に把握し、公正妥当な監査意見を形成するために、取締役は営業及

び業務の状況を監査役に報告する。また、会社に重大な影響を与える重要事項、及び公表する

企業情報は適時監査役に報告する。

3)　監査役は、内部監査室及びリスク管理部との連絡会を適宜開催し、内部統制及びリスク管理に

関する報告を受けるものとする。

i. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)　監査役は、内部監査室及び監査法人の三者による連絡会を定例的に開催し、会計監査や業務監

査に関する報告及び情報を受け、内部統制システムの状況を監視し検証するものとする。

2)　常勤監査役は、稟議書他業務執行に関する重要な書類の閲覧、重要な財産の取得、保有及び管

理状況の調査等の常時監査により、業務執行の状況を適時に把握する。

3)　取締役及び使用人は、監査役監査に対する認識を深め、監査役監査が効率的に推進できるよう

に努めるものとする。
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② 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査機能充実の観点から、代表取締役社長直属の組織として、４名で構成される内部監査室を設

置しております。

内部監査室は、事業活動の最適化を図る観点から、各事業部の業務遂行の適正性、妥当性及び効率性

の検証を実施しており、業務改善の具体的提案を行っております。また、監査実施後は取締役へ報告す

るとともに、社内各部門の改善状況の点検をし、実効性かつ有効性の高い監査を実施しております。

監査役３名は、いずれも社外監査役であり、取締役会等重要な会議での建設的な意見陳述や、日常稟

議書等の点検並びに財産状況の調査等を通じて、取締役の業務執行に対する監査を行っております。な

お、監査役松下和也氏は、三菱自動車工業株式会社執行役員財務本部長兼財務統括室長としての経験を

持ち、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

また、監査役及び内部監査室の二者は、毎月１回以上の定例連絡会を開催し、内部監査の結果の報告

及び監査役からの指示並びに助言等、相互に意見交換を行っております。更に、監査役、内部監査室及

び監査法人の三様監査による意見交換会を四半期に１回以上開催し、それぞれの監査の視点から相互に

意見交換を行い、内部統制の階層別モニタリング強化を図っております。

したがいまして、当社では、内部監査室による内部業務監査、監査役による取締役職務執行に関する

監査並びに監査法人による会計監査を厳格に実施することにより、内部統制システムを高めておりま

す。

　

③ 社外取締役及び社外監査役の状況

社外監査役として松下和也氏、小口隆夫氏及び貴島透氏の３名を選任しております。なお、３名とも

当社との間に人的関係、取引関係及びその他の利害関係を有しておりません。

松下和也、小口隆夫及び貴島透の３氏は、当社株式を保有しております。

社外監査役は、監査役会に規定している監査方針、監査基準等に従い、取締役会等重要な会議での建

設的な意見陳述や日常稟議書等の点検並びに財産調査等を通じて監査意見を醸成し、取締役の業務執行

に対する監査を行っております。

社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針はないものの、専門的知見と中

立的かつ客観的立場から企業統治において有効な機能及び役割が期待され、本人及び近親者が現在、過

去において当社と利害関係がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがない者を選任することとして

おります。なお、当社と社外監査役及び当社と社外監査役が役員等を兼務している又は兼務していた会

社との間に記載すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。　

内部監査及び会計監査との相互連携並びに内部監査室との関係については、前記〔②内部監査及び監

査役監査の状況〕に記載のとおりであります。　

また、当社は社外取締役を選任しておりません。当社といたしましては、社外監査役が上述のことか

ら、経営者の職務遂行が妥当であるかどうか監督する等の機能は、十分に果たしていると認識しており

ます。
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④ 役員の報酬等

イ. 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

170,196 170,196 － － － ７

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － － － －

社外役員 19,020 19,020 － － － ３

(注) 当社は、社外取締役がいないため、社外取締役に支払った報酬はありません。

　

ロ. 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ. 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　

総額(千円)
対象となる役員の
員数(名)

内容

19,894 ２ 使用人部長としての給与及び賞与

　

ニ. 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

役員報酬については、取締役及び監査役のそれぞれについて年間役員報酬総額を定時株主総会で決議

しており、各取締役の報酬については職務内容及び当社の状況等を勘案のうえ取締役会の承認により、

各監査役については職務内容、経験及び当社の状況等を勘案のうえ監査役会での協議により決定してお

ります。

なお、当社の役員報酬の限度額は、平成18年11月22日開催の第22回定時株主総会決議による取締役の

報酬の年額は、300,000千円以内(役員賞与を含み、使用人分給与は含まない。)、取締役のストック・

オプション報酬の年額は、20,000千円以内、監査役の報酬の年額は、25,000千円以内(役員賞与を含

む。)と定められております。
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⑤  株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 ５銘柄

貸借対照表計上額の合計額 1,233,175千円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

　

(前事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社学研ホールディングス 2,844,000 591,552 業務提携に伴う信頼・協力関係の強化

株式会社早稲田アカデミー 257,400 183,783 業務提携に伴う信頼・協力関係の強化

株式会社ウィザス 267,900 71,529 円滑な取引関係の維持

第一生命保険株式会社 20 1,594 円滑な取引関係の維持

オリックス株式会社 120 868 円滑な取引関係の維持

　

(当事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社学研ホールディングス 2,844,000 841,824 業務提携に伴う信頼・協力関係の強化

株式会社早稲田アカデミー 416,700 307,524 業務提携に伴う信頼・協力関係の強化

株式会社ウィザス 267,900 79,566 円滑な取引関係の維持

第一生命保険株式会社 20 2,636 円滑な取引関係の維持

オリックス株式会社 1,200 1,624 円滑な取引関係の維持

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ニ．保有目的を変更した投資株式

該当事項はありません。
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⑥ 会計監査の状況

当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、独立した立場から公正妥当な会計監査

を受けております。当社と同監査法人又は業務執行社員との間には、特別な利害関係はありません。

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については、

以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員：　松浦　康雄、今西　恭子

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名、その他８名

(注) 継続監査年数につきましては、松浦康雄及び今西恭子両氏とも７年以内であるため、記載を省略して

おります。

　

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑧ 取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。なお、取締役の選

任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

また、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　

⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ．剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

これは、資本政策を機動的に行うことを目的とするものであります。

ロ．取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る旨を定款に定めております。

これは、取締役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするため

であります。

ハ．監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る旨を定款に定めております。

これは、監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするため

であります。
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⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 33,000 4,500 34,000 －

連結子会社 － － － －

計 33,000 4,500 34,000 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、前連結会計年度につき

ましては、デューデリジェンス調査対応業務及び国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）に関する助言・指導

等についての対価であります。当連結会計年度につきましては、該当事項がありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針を定めてはおりませんが、監査日

数、当社の業務内容等を勘案し、監査法人との協議により監査報酬を決定しております。なお、当連

結会計年度において決定方針に変更はございません。
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第５ 【経理の状況】

１.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号)に基づいて作成しております。

　

２.監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年９月１日から平成

25年８月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年９月１日から平成25年８月31日まで)の財務諸

表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

　

３.連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、連結財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構への加入、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っており

ます。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,931,073 7,122,513

売掛金 967,848 1,093,081

有価証券 499,916 399,991

商品 113,328 306,195

貯蔵品 18,456 14,302

前渡金 19,421 10,713

前払費用 124,164 126,553

繰延税金資産 225,713 229,718

その他 60,473 72,675

貸倒引当金 △69,490 △77,756

流動資産合計 7,890,906 9,297,989

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 752,672 766,912

減価償却累計額 △339,757 △371,402

建物及び構築物（純額） 412,914 395,510

工具、器具及び備品 202,931 225,330

減価償却累計額 △155,410 △174,749

工具、器具及び備品（純額） 47,520 50,581

土地
※2 257,986 283,540

有形固定資産合計 718,421 729,631

無形固定資産

のれん 100,809 80,647

ソフトウエア 192,969 179,618

電話加入権 20,109 20,282

無形固定資産合計 313,889 280,548

投資その他の資産

投資有価証券
※1 3,808,709 ※1 3,952,540

長期貸付金 205,236 114,232

長期前払費用 83,865 11,578

繰延税金資産 303,992 203,866

敷金及び保証金 529,170 511,983

投資不動産 965,822 967,332

減価償却累計額 △155,336 △181,552

投資不動産（純額） 810,485 785,779

長期預金 464,000 600,000

その他 66,686 69,437

貸倒引当金 △300 －

投資その他の資産合計 6,271,846 6,249,418

固定資産合計 7,304,157 7,259,598

資産合計 15,195,063 16,557,587
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 165,448 144,513

短期借入金 － 70,000

1年内返済予定の長期借入金
※2 207,063 1,600,000

未払金 49,730 63,759

未払費用 511,830 631,207

未払法人税等 906,166 660,365

未払消費税等 85,935 81,770

前受金 310,416 320,842

預り金 151,908 205,052

賞与引当金 309,233 320,825

返品調整引当金 － 17,750

その他 16,185 14,784

流動負債合計 2,713,918 4,130,871

固定負債

長期借入金
※2 1,695,212 －

退職給付引当金 14,187 14,484

従業員長期未払金 190,500 178,637

役員長期未払金 161,650 161,650

繰延税金負債 30,750 31,599

資産除去債務 164,111 150,477

長期預り保証金 68,935 68,060

その他 6,239 8,783

固定負債合計 2,331,586 613,692

負債合計 5,045,504 4,744,563

純資産の部

株主資本

資本金 966,600 972,512

資本剰余金 909,591 915,503

利益剰余金 8,496,240 9,939,732

自己株式 △143,612 △143,612

株主資本合計 10,228,819 11,684,136

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △99,021 89,842

為替換算調整勘定 △12,664 7,838

その他の包括利益累計額合計 △111,685 97,681

新株予約権 1,805 －

少数株主持分 30,618 31,206

純資産合計 10,149,559 11,813,023

負債純資産合計 15,195,063 16,557,587
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 14,484,193 15,279,029

売上原価 8,403,862 8,995,031

売上総利益 6,080,331 6,283,998

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 607,904 535,496

販売促進費 758,574 869,188

貸倒引当金繰入額 21,168 14,478

役員報酬 206,220 241,045

給料及び手当 168,571 223,941

賞与 19,803 34,774

賞与引当金繰入額 31,652 29,917

退職給付費用 572 2,252

支払手数料 93,605 117,887

減価償却費 23,227 21,994

賃借料 152,795 168,879

のれん償却額 74,552 20,161

その他 378,643 423,059

販売費及び一般管理費合計 2,537,292 2,703,077

営業利益 3,543,038 3,580,921

営業外収益

受取利息 54,698 48,987

受取配当金 23,798 31,416

投資有価証券評価損戻入益 21,480 57,570

持分法による投資利益 21,172 －

受取賃貸料 87,055 80,166

その他 30,292 42,829

営業外収益合計 238,497 260,970

営業外費用

支払利息 11,354 16,983

持分法による投資損失 － 60,485

賃貸費用 36,967 43,680

その他 5,580 1,928

営業外費用合計 53,903 123,077

経常利益 3,727,632 3,718,813

特別利益

投資有価証券売却益 14,028 －

段階取得に係る差益 10,842 －

特別利益合計 24,871 －
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

特別損失

有形固定資産売却損 －
※1 14,215

有形固定資産除却損
※2 2,279 ※2 2,143

投資有価証券評価損 － 10,958

投資有価証券償還損 9,519 5,067

減損損失
※3 155,149 ※3 64,488

店舗閉鎖損失 － 13,597

特別損失合計 166,948 110,470

税金等調整前当期純利益 3,585,555 3,608,342

法人税、住民税及び事業税 1,579,748 1,432,539

法人税等調整額 36,697 1,249

法人税等合計 1,616,446 1,433,788

少数株主損益調整前当期純利益 1,969,109 2,174,554

少数株主利益 － 5,154

当期純利益 1,969,109 2,169,399
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【連結包括利益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,969,109 2,174,554

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 73,519 189,216

持分法適用会社に対する持分相当額 △8,504 20,502

その他の包括利益合計
※ 65,014 ※ 209,719

包括利益 2,034,124 2,384,273

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,034,124 2,378,766

少数株主に係る包括利益 － 5,507
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 965,159 966,600

当期変動額

新株の発行 1,440 5,912

当期変動額合計 1,440 5,912

当期末残高 966,600 972,512

資本剰余金

当期首残高 908,150 909,591

当期変動額

新株の発行 1,440 5,912

当期変動額合計 1,440 5,912

当期末残高 909,591 915,503

利益剰余金

当期首残高 7,189,205 8,496,240

当期変動額

剰余金の配当 △662,073 △717,493

当期純利益 1,969,109 2,169,399

連結範囲の変動 － △8,413

当期変動額合計 1,307,035 1,443,491

当期末残高 8,496,240 9,939,732

自己株式

当期首残高 △143,570 △143,612

当期変動額

自己株式の取得 △41 －

当期変動額合計 △41 －

当期末残高 △143,612 △143,612

株主資本合計

当期首残高 8,918,945 10,228,819

当期変動額

新株の発行 2,881 11,824

剰余金の配当 △662,073 △717,493

当期純利益 1,969,109 2,169,399

自己株式の取得 △41 －

連結範囲の変動 － △8,413

当期変動額合計 1,309,874 1,455,316

当期末残高 10,228,819 11,684,136
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △172,521 △99,021

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

73,500 188,864

当期変動額合計 73,500 188,864

当期末残高 △99,021 89,842

為替換算調整勘定

当期首残高 △4,178 △12,664

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,485 20,502

当期変動額合計 △8,485 20,502

当期末残高 △12,664 7,838

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △176,700 △111,685

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

65,014 209,366

当期変動額合計 65,014 209,366

当期末残高 △111,685 97,681

新株予約権

当期首残高 3,326 1,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,521 △1,805

当期変動額合計 △1,521 △1,805

当期末残高 1,805 －

少数株主持分

当期首残高 － 30,618

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30,618 587

当期変動額合計 30,618 587

当期末残高 30,618 31,206

純資産合計

当期首残高 8,745,571 10,149,559

当期変動額

新株の発行 2,881 11,824

剰余金の配当 △662,073 △717,493

当期純利益 1,969,109 2,169,399

自己株式の取得 △41 －

連結範囲の変動 － △8,413

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94,112 208,148

当期変動額合計 1,403,987 1,663,464

当期末残高 10,149,559 11,813,023
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,585,555 3,608,342

減価償却費 153,034 187,279

減損損失 155,149 64,488

のれん償却額 74,552 20,161

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,396 7,662

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,083 6,757

返品調整引当金の増減額（△は減少） － 2,250

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,556 297

受取利息及び受取配当金 △78,497 △80,403

支払利息 11,354 16,983

段階取得に係る差損益（△は益） △10,842 －

持分法による投資損益（△は益） △21,172 60,485

受取賃貸料 △87,055 △80,166

賃貸費用 36,967 43,680

有形固定資産売却損益（△は益） － 14,215

固定資産除却損 2,279 2,143

投資有価証券売却損益（△は益） △14,028 －

投資有価証券評価損益（△は益） △21,480 △46,611

投資有価証券償還損益（△は益） 9,519 5,067

売上債権の増減額（△は増加） △66,411 △46,947

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,097 △15,302

仕入債務の増減額（△は減少） 15,332 △28,231

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,476 △5,420

未払費用の増減額（△は減少） △124,869 69,941

その他の資産の増減額（△は増加） 7,667 15,574

その他の負債の増減額（△は減少） 12,990 35,370

その他 － 13,597

小計 3,627,507 3,871,216

利息及び配当金の受取額 79,402 82,642

利息の支払額 △11,227 △14,543

法人税等の支払額 △1,252,373 △1,669,439

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,443,308 2,269,875
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △100,000 －

有価証券の償還による収入 540,000 －

有形固定資産の取得による支出 △164,221 △59,939

有形固定資産の売却による収入 418 13,747

無形固定資産の取得による支出 △59,188 △118,162

無形固定資産の売却による収入 218 655

投資有価証券の取得による支出 △1,367,256 △520,787

投資有価証券の売却による収入 30,937 －

投資有価証券の償還による収入 665,974 507,701

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※2 △39,698 －

貸付けによる支出 △500 △1,000

貸付金の回収による収入 21,552 31,548

差入保証金の差入による支出 △20,103 △29,952

差入保証金の回収による収入 20,490 44,521

定期預金の増減額（△は増加） △624,000 △224,000

その他 68,561 62,522

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,026,815 △293,146

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入 － 70,000

借入金の返済による支出 △500,000 △394,155

株式の発行による収入 2,432 10,585

自己株式の取得による支出 △41 －

配当金の支払額 △661,222 △720,279

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,158,832 △1,033,849

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 257,660 942,878

現金及び現金同等物の期首残高 4,173,387 4,431,048

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 60,577

現金及び現金同等物の期末残高
※1 4,431,048 ※1 5,434,505
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数   ３社

連結子会社の名称　株式会社東京医進学院、株式会社ユーデック、株式会社晃洋書房

　

前連結会計年度において非連結子会社及び持分法を適用しない非連結子会社であった株式会社晃洋

書房は、重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数　３社

会社等の名称

株式会社創企社、Eduplex Education, Inc.、ライフサポート株式会社

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

株式会社創企社及びライフサポート株式会社は、決算日が９月末日であるため、３月末日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

Eduplex Education, Inc.は、決算日が12月末日であるため、６月末日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

a.満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

b.その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっております。なお、組込デリバティブの時価を区分して測定する

ことができない複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。
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②　たな卸資産

a.商品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

b.貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産及び投資不動産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　２年～47年

工具、器具及び備品　２年～15年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年９月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

②　無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

③　長期前払費用

定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。

③　返品調整引当金

連結子会社である株式会社晃洋書房については、出版物の返品による損失に備えるため、返品見

込額の売買利益相当額を計上しております。

④　退職給付引当金

連結子会社である株式会社東京医進学院については、従業員の退職給付に充てるため、退職給付

会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法に基づき、連結子会社の退職

金規程による当連結会計年度末自己都合要支給額を基礎とした債務額から特定退職金共済制度によ

る給付額を控除した残高を計上しております。
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(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、合理的に見積もった期間（５年）で均等償却しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

投資有価証券（株式） 855,632千円 655,774千円

　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

土地 17,500千円 －

（根抵当権の極度額） 30,000千円 －

　

担保付債務は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

１年内返済予定の長期借入金 48,370千円 －

長期借入金 83,230千円 －

計 131,600千円 －
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(連結損益計算書関係)

※１　有形固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

建物及び構築物 － 269千円

土地 － 13,946千円

計 － 14,215千円

　

※２ 有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

建物及び構築物 2,158千円 1,571千円

工具、器具及び備品 120千円 572千円

 計 2,279千円 2,143千円

　

※３ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度(自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日)

　

用途 種類 場所 金額

校舎設備

建物及び構築物
工具、器具及び備品

株式会社東京医進学院多摩川校
（東京都狛江市）

3,597千円
292千円

建物及び構築物
株式会社東京医進学院市谷現役館
（東京都千代田区）

2,155千円

－ のれん
株式会社東京医進学院
（東京都新宿区）

149,104千円

合計 － － 155,149千円

　

当社グループは、主として１校舎（教室）をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として捉えグ

ルーピングする方法を採用しております。

連結子会社である株式会社東京医進学院の多摩川校及び市谷現役館については、平成25年３月にそ

れぞれ閉鎖及び移転することを当連結会計年度に取締役会決議したため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。なお、回収可能価額は除却見込となった

ため、零として評価しております。

のれんについては、株式取得時に検討していた事業計画において、当初計画していた収益が見込め

なくなったことから、回収可能価額を保守的に見積り、回収可能価額を零として減損損失を認識して

おります。
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当連結会計年度(自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日)

　

用途 種類 場所 金額

教室設備 建物及び構築物

未来キッズクラブ
センター北教室
(神奈川県横浜市　　

都筑区)

4,424千円

アブラカドゥードルの
マスターフランチャイズ権

長期前払費用
東京本社
（東京都新宿区）

60,063千円

合計 － － 64,488千円

　

当社グループは、主として１校舎（教室）をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として捉えグ

ルーピングする方法を採用するとともに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位であ

る事業ごとに資産のグルーピングを行っております。

未来キッズクラブセンター北教室については、平成25年12月に閉鎖することを当連結会計年度に取

締役会決議したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識してお

ります。なお、回収可能価額は除却見込となったため、零として評価しております。

また、アブラカドゥードル事業については、営業損益又は営業キャッシュ・フローが継続してマイ

ナスであり、マスターフランチャイズ権の固定資産簿価を回収できる可能性が低いと判断したため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。なお、回収可

能価額は保守的に見積り、零として評価しております。

　

(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

(千円)

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

  当期発生額 151,081 277,415

  組替調整額 △ 14,028 16,076

    税効果調整前 137,053 293,491

    税効果額 △ 63,533 △104,274

    その他有価証券評価差額金 73,519 189,216

持分法適用会社に対する
持分相当額

　 　

 当期発生額 △ 8,485 20,502

 組替調整額 △    19 －

 持分法適用会社に対する
 持分相当額

△ 8,504 20,502

その他の包括利益合計 65,014 209,719
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(注)１ 27,784,500 4,000 － 27,788,500

合計 27,784,500 4,000 － 27,788,500

自己株式 　 　 　 　

　普通株式(注)２ 200,065 62 － 200,127

合計 200,065 62 － 200,127

(注) １．普通株式の発行済株式総数の増加は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

２．新株予約権等に関する事項

会社名
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

－ － － － － 1,805

(注)　上記の新株予約権の目的となる株式の種類並びに新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・

オプション等関係）に記載しております。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年10月21日
取締役会

普通株式 331,013 12 平成23年８月31日 平成23年11月21日

平成24年４月12日
取締役会

普通株式 331,060 12 平成24年２月29日 平成24年５月８日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年10月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 358,648 13 平成24年８月31日 平成24年11月26日
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当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(注) 27,788,500 15,100 － 27,803,600

合計 27,788,500 15,100 － 27,803,600

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 200,127 － － 200,127

合計 200,127 － － 200,127

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

　

２．新株予約権等に関する事項

会社名
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

－ － － － － －

(注)　上記の新株予約権の目的となる株式の種類並びに新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・

オプション等関係）に記載しております。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年10月22日
取締役会

普通株式 358,648 13 平成24年８月31日 平成24年11月26日

平成25年４月10日
取締役会

普通株式 358,845 13 平成25年２月28日 平成25年５月８日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年10月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 386,448 14 平成25年８月31日 平成25年11月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

現金及び預金勘定 5,931,073千円 7,122,513千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金 △ 1,700,000千円

△ 1,788,000千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限 　 　

の到来する短期投資（有価証券） 199,975千円 99,991千円

現金及び現金同等物 4,431,048千円 5,434,505千円

　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日)

株式の取得により新たに株式会社ユーデックを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに株式会社ユーデック株式の取得価額と取得のための支出（純増）との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 223,046千円

固定資産 289,313千円

のれん 100,809千円

流動負債 △307,917千円

固定負債 △121,464千円

少数株主持分 △ 30,618千円

株式の取得価額 153,168千円

支配獲得時までの持分法評価額 △ 35,156千円

段階取得に係る差益 △ 10,842千円

組替調整額 19千円

追加取得した株式の取得価額 107,188千円

現金及び現金同等物（増加） △ 67,490千円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
     取得による支出

39,698千円

　

当連結会計年度(自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

次へ
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、余資については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については、事業

計画に照らし、必要に応じて銀行借入による方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

売掛金は事業活動から生じた営業債権であり、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本提携等に関

連する株式であり、信用リスク及び市場価格の変動リスク等に晒されております。

また、長期貸付金は関係会社に対するものであります。

敷金及び保証金は、不動産賃貸借契約に基づき、支出した敷金及び保証金であります。これは、退去

時に返還されるものであり、家主の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

短期借入金及び長期借入金の一部は変動金利の借入金であり、金利の変動リスクに晒されておりま

す。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

売掛金に関する信用リスクについては、生徒・取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことで回

収懸念の早期把握や軽減に努めております。

長期貸付金に関する信用リスクについては、貸付先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

敷金及び保証金に関する信用リスクは、家主ごとの支出額は少額でありますので、そのリスクは僅

少であると認識しております。

満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少でありま

す。

②  市場リスクの管理

有価証券及び投資有価証券の市場価格の変動リスクは、定期的に把握された時価が取締役会に報告

されております。

変動金利の借入金の金利変動リスクについては、随時市場金利の動向を監視しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、資金計画を作成すること等の方法により管理を行っております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません(３．を参照ください。)。

　

前連結会計年度（平成24年８月31日）

　

　
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 5,931,073 5,931,073 －

(2) 売掛金 967,848 　 　

貸倒引当金（注）１ △　 69,490 　 　

　 898,357 898,357 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　①　満期保有目的の債券 1,799,097 1,805,147 6,049

　②　その他有価証券 1,253,845 1,253,845 －

(4) 敷金及び保証金 529,170 448,742 △　80,427

資産計 10,411,544 10,337,165 △　74,378

(1) 買掛金 165,448 165,448 －

(2) 未払法人税等 906,166 906,166 －

(3) 長期借入金（注）２ 1,902,275 1,901,466 △　　 808

負債計 2,973,890 2,973,081 △　　 808

(注) １．売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

２．長期借入金には、１年以内に返済期日の到来するものを含んでおります。

３．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示された価格

によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

(4) 敷金及び保証金

一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の指標で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　

負債

(1) 買掛金、(2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 長期借入金

固定金利の借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定しております。

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

有価証券報告書

 65/117



　

当連結会計年度（平成25年８月31日）

　

　
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 7,122,513 7,122,513 －

(2) 売掛金 1,093,081 　 　

貸倒引当金（注）１ △  77,756 　 　

　 1,015,325 1,015,325 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　①　満期保有目的の債券 1,599,383 1,612,109 12,725

　②　その他有価証券 1,697,273 1,697,273 －

(4) 敷金及び保証金 511,983 436,491 △ 75,491

資産計 11,946,479 11,883,713 △ 62,766

(1) 買掛金 144,513 144,513 －

(2) 短期借入金 70,000 70,000 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 1,600,000 1,600,000 －

(4) 未払法人税等 660,365 660,365 －

負債計 2,474,878 2,474,878 －

(注) １．売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示された価格

によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

(4) 敷金及び保証金

一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の指標で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内返済予定の長期借入金及び(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　 　 (単位：千円)

区分 平成24年８月31日 平成25年８月31日

関係会社株式 855,632 655,774

匿名組合出資金 400,050 400,000

非上場株式 － 100

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「２．(3)

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

４．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年８月31日）

　

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 5,929,954 － － －

売掛金 967,848 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

 満期保有目的の債券 　 　 　 　

   社債 400,000 300,000 600,000 100,000

   その他 － 100,000 200,000 100,000

 その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

   匿名組合出資 100,000 300,000 － －

   投資信託受益証券 － 100,000 － －

合計 7,397,803 800,000 800,000 200,000

　

当連結会計年度（平成25年８月31日）

　

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 7,121,102 － － －

売掛金 1,093,081 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

 満期保有目的の債券 　 　 　 　

   社債 400,000 100,000 600,000 200,000

   その他 － 100,000 200,000 －

 その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

   匿名組合出資 － 400,000 － －

   投資信託受益証券 － 100,000 － －

合計 8,614,184 700,000 800,000 200,000
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５．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年８月31日）

　

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 207,063 1,622,470 11,362 10,488 10,488 40,404

合計 207,063 1,622,470 11,362 10,488 10,488 40,404

　

当連結会計年度（平成25年８月31日）

　

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 70,000 － － － － －

１年内返済予定の
長期借入金

1,600,000 － － － － －

合計 1,670,000 － － － － －

　

(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成24年８月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

999,467 1,012,901 13,433

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

799,630 792,246 △ 7,383

合計 1,799,097 1,805,147 6,049

　

当連結会計年度（平成25年８月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

1,099,628 1,116,767 17,139

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

499,755 495,341 △   4,413

合計 1,599,383 1,612,109 12,725
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年８月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

 株式 868 244 624

 債券 － － －

 その他 － － －

小計 868 244 624

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 850,882 980,727 △129,844

　債券 120,810 300,000 △179,190

　その他 281,283 305,274 △ 23,990

小計 1,252,976 1,586,001 △333,025

合計 1,253,845 1,586,246 △332,401

　

当連結会計年度（平成25年８月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 846,483 682,410 164,072

　債券 － － －

　その他 186,210 181,005 5,204

小計 1,032,693 863,415 169,277

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 391,879 419,722 △ 　27,843

　債券 178,380 300,000 △ 121,620

　その他 94,320 95,475 △   1,154

小計 664,580 815,197 △ 150,617

合計 1,697,273 1,678,613 18,660
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３．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

　

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 30,937 14,028 －

債券 － － －

その他 － － －

合計 30,937 14,028 －

　

当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

　該当事項はありません。

　

４．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、有価証券について10,958千円（その他有価証券）減損処理を行っておりま

す。
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(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

連結子会社である株式会社東京医進学院は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けておりま

す。また、その一部については特定退職金共済制度に加入しており、勤続年数に応じて月額定額掛金を設

定し、拠出しております。また、連結子会社である株式会社ユーデック及び株式会社晃洋書房は、中小企

業退職金共済制度に加入しており、勤続年数に応じて月額定額掛金を設定し、拠出しております。　

　

２．退職給付債務に関する事項

　

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

(1) 退職給付債務（千円） 　 △ 21,474 　 　 △ 22,060 　

(2) 年金資産（千円） 　 7,287 　 　 7,575 　

(3) 退職給付引当金(1)＋(2)（千円） 　 △ 14,187 　 　 △ 14,484 　

(注)　連結子会社の従業員数は300人未満であり、簡便法を採用しております。期末自己都合要支給額を退職給付債務

としております。

　

３．退職給付費用に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

退職給付費用（千円） 　 2,779 　 　 7,233 　

勤務費用（千円） 　 2,779 　 　 7,233 　

(注) １．連結子会社の従業員数は300人未満であり、簡便法を採用しております。

２．中小企業退職金共済制度に係る拠出額は、勤務費用に含めております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

連結子会社の従業員数は300人未満であり、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については該当

事項ありません。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

　

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　

　 前連結会計年度 当連結会計年度

雑収入（営業外収益） 1,072千円 566千円

　

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月 平成18年12月ストック・オプション 平成19年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役 １名

当社従業員 15名

当社取締役 １名

当社従業員 14名

ストック・オプション数 普通株式 27,000株 普通株式 24,000株

付与日 平成18年12月28日 平成19年12月27日

権利確定条件
付与日（平成18年12月28日）以降、
権利確定日（平成20年12月31日）ま
で継続して勤務していること。

付与日（平成19年12月27日）以降、
権利確定日（平成21年12月31日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成18年12月28日
至　平成20年12月31日

自　平成19年12月27日
至　平成21年12月31日

権利行使期間

自　平成21年１月１日
至　平成23年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、
任期満了による退任又は定年退職に
より係る地位を喪失した場合は、喪
失後２年間に限り権利行使を認め
る。

自　平成22年１月１日
至　平成24年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、
任期満了による退任又は定年退職に
より係る地位を喪失した場合は、喪
失後２年間に限り権利行使を認め
る。
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当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

　

会社名 提出会社

決議年月 平成19年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役 １名

当社従業員 14名

ストック・オプション数 普通株式 24,000株

付与日 平成19年12月27日

権利確定条件
付与日（平成19年12月27日）以降、
権利確定日（平成21年12月31日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成19年12月27日
至　平成21年12月31日

権利行使期間

自　平成22年１月１日
至　平成24年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、
任期満了による退任又は定年退職に
より係る地位を喪失した場合は、喪
失後２年間に限り権利行使を認め
る。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

当連結会計年度（平成24年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月 平成18年12月ストック・オプション 平成19年12月ストック・オプション

権利確定前（株） 　 　

　前連結会計年度末 － －

　付与 － －

　失効 － －

　権利確定 － －

　未確定残 － －

権利確定後（株） 　 　

　前連結会計年度末 13,000 22,000

　権利確定 － －

　権利行使 4,000 －

　失効 9,000 1,000

　未行使残 － 21,000

　

②  単価情報

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月 平成18年12月ストック・オプション 平成19年12月ストック・オプション

権利行使価格（円） 608 701

行使時平均株価（円） 687.83 －

公正な評価単価（付与日）（円） 112.25 82.07
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当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

当連結会計年度（平成25年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 提出会社

決議年月 平成19年12月ストック・オプション

権利確定前（株） 　

　前連結会計年度末 －

　付与 －

　失効 －

　権利確定 －

　未確定残 －

権利確定後（株） 　

　前連結会計年度末 21,000

　権利確定 －

　権利行使 15,100

　失効 5,900

　未行使残 －

　

②  単価情報

　

会社名 提出会社

決議年月 平成19年12月ストック・オプション

権利行使価格（円） 701

行使時平均株価（円） 840.74

公正な評価単価（付与日）（円） 82.07

　

４．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はありません。

　

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

(1) 流動資産 　 　 　 　

    賞与引当金 117,509千円 121,914千円

    未払事業税 64,790千円 54,303千円

   未払事業所税 2,964千円 2,964千円

   貸倒引当金 23,216千円 25,948千円

　　その他 31,662千円 48,905千円

　　　小計 240,142千円 254,035千円

　　評価性引当額 △ 14,428千円 △ 24,316千円

　　　計 225,713千円 229,718千円

(2) 固定資産 　 　 　 　

   子会社の繰越欠損金 3,754千円 －千円

子会社の連結開始時の時価評価に
よる簿価修正額（建物・土地）

39,906千円 59,957千円

   投資有価証券評価損 120,932千円 104,380千円

   従業員長期未払金 67,818千円 63,595千円

   役員長期未払金 57,547千円 57,547千円

   その他有価証券評価差額金 54,543千円 －千円

   資産除去債務 58,437千円 53,578千円

   その他 20,248千円 44,200千円

     小計 423,187千円 383,259千円

　　評価性引当額 △ 100,226千円 △ 112,008千円

　　　計 322,960千円 271,250千円

    繰延税金資産合計 548,674千円 500,969千円

　

(繰延税金負債)

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

固定負債 　 　 　 　

子会社の連結開始時の時価評価による
簿価修正額（土地）

△ 26,571千円 △ 26,571千円

その他有価証券評価差額金 △     70千円 △ 50,052千円

資産除去債務に対応する資産 △ 23,075千円 △ 22,049千円

その他 －千円 △    309千円

繰延税金負債合計 △ 49,717千円 △ 98,983千円

　 　 　 　 　

繰延税金資産（流動）の純額 225,713千円 229,718千円

繰延税金資産（固定）の純額 303,992千円 203,866千円

繰延税金負債（固定）の純額 △ 30,750千円 △ 31,599千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当連結会計年度
(平成25年８月31日)

法定実効税率 40.7％ 　 －

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項
目

1.1％ 　 －

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△ 0.1％ 　 －

住民税均等割等 0.3％ 　 －

評価性引当額の増減 0.5％ 　 －

のれん償却額 0.7％ 　 －

持分法による投資利益 △ 0.2％ 　 －

減損損失 1.5％ 　 －

税率変更による期末繰延税金資産の減
額修正

1.5％ 　 －

その他 △ 0.9％ 　 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.1％ 　 －

(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

オフィス、明光義塾直営事業及び予備校事業における教室等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務

等であります。　

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～30年と見積り、割引率は2.0％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

期首残高 162,539千円 164,111千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4,764千円 7,146千円

時の経過による調整額 2,928千円 2,670千円

連結子会社の増加に伴う増加額 2,590千円 －千円

資産除去債務の履行による減少額 △ 8,711千円 △ 23,451千円

期末残高 164,111千円 150,477千円
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(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都において賃貸収益を得ることを目的として賃貸のオフィスビル（土地を含む。）を

所有しております。また、子会社の本社ビルの一部については賃貸の用に供しているため、賃貸等不動

産として使用される部分を含む不動産としております。

また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照

表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。　

　 　 (単位：千円)

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

賃貸等不動産

連結貸借対照表
計上額

期首残高 717,100 810,485

期中増減額 93,385 △ 24,706

期末残高 810,485 785,779

期末時価 778,000 778,000

賃貸等不動産とし
て使用される部分
を含む不動産

連結貸借対照表
計上額

期首残高 423,306 418,959

期中増減額 △ 4,347 △ 4,347

期末残高 418,959 414,612

期末時価 224,000 224,000

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。なお、連結貸借対照表

計上額は、連結貸借対照表の投資不動産、建物及び構築物、並びに土地の一部であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増減は、資本的支出による増加、減価償却費の計上による減少で

あります。

当連結会計年度の主な増減は、資本的支出による増加、減価償却費の計上による減少であります。

３．期末時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額であります。

　

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、以下のと

おりであります。

　 　 (単位：千円)

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

賃貸等不動産

賃貸収益 80,227 74,012

賃貸費用 33,070 39,792

差額 47,157 34,220

賃貸等不動産とし
て使用される部分
を含む不動産

賃貸収益 6,827 6,154

賃貸費用 3,896 3,888

差額 2,930 2,265

(注)　賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、生徒に対する授業及び経営管理として子会社が使用し

ている部分も含むため、当該部分の収益及び費用は、計上されておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社は、本社に事業本部を置き、各事業本部は取り扱うサービスについての包括的な戦略を立案し、

事業活動を展開しております。

当社は主に、全学年を対象に生徒一人ひとりの学力に応じた「自立学習・個別指導」方式による個別

指導塾「明光義塾」を直営事業として経営するとともに、独自のフランチャイズシステムに基づき、加

盟者と契約を締結し、個別指導塾「明光義塾」の継続的な教室運営指導をフランチャイズ事業として

行っております。

連結子会社である株式会社東京医進学院では、医系大学受験専門予備校事業を行っております。

報告セグメントに含まれない事業セグメントとして、子ども対象のサッカースクール「明光サッカー

スクール」事業、高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業、長時間預かり型学習

塾「明光キッズ」事業、アート教室「アブラカドゥードルアートスタジオ」事業及び韓国人生徒向け個

別指導塾「MEIKO PLUS Academy」事業等を行っております。

また、連結子会社である株式会社ユーデックによる受験情報誌の発行、模擬試験制作、教材販売及び

学内予備校の運営等を行っております。更に、連結子会社である株式会社晃洋書房による学術専門書出

版事業を行っております。

なお、前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社晃洋書房は、重要性が増したことによ

り当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

以上のことから、当社グループは、サービス別のセグメントから構成されており、「明光義塾直営事

業」、「明光義塾フランチャイズ事業」、「予備校事業」の３つを報告セグメントとしております。

　

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

セグメント 区分に属する主要な事業内容

報告セグメント

明光義塾直営事業
・個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、
テスト等商品販売

明光義塾フランチャイズ事
業

・個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設
指導、経営指導及び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、
広告宣伝物等商品販売

予備校事業 ・医系大学受験専門予備校の経営（株式会社東京医進学院）

その他 その他の事業

・子ども対象のサッカースクール「明光サッカースクール」事業
・高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業
・長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業
・アート教室「アブラカドゥードルアートスタジオ」事業
・韓国人生徒向け個別指導塾「MEIKO PLUS Academy」事業
・受験情報誌の発行、模擬試験制作、教材販売及び学内予備校の
運営等（株式会社ユーデック）
・学術専門書出版（株式会社晃洋書房）
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２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

また、資産及び負債等に関する情報は経営資源配分及び業績評価の中心となる情報として取り扱ってい

ないため、開示を省略しております。なお、償却資産の減価償却費は事業セグメントに配分しておりま

す。　

（事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更）

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成24年９月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

なお、当該変更によるセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日)

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,864,251 6,736,471 559,317 14,160,040 324,153 14,484,193

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ 182 － 182 － 182

計 6,864,251 6,736,654 559,317 14,160,223 324,153 14,484,376

セグメント利益又は損失
(△）

1,443,796 3,313,303 △  7,016 4,750,082 △ 120,362 4,629,720

その他の項目 　 　 　 　 　 　

 減価償却費 44,106 77,289 10,171 131,567 3,148 134,715

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカースクール事業、早稲

田アカデミー個別進学館事業、明光キッズ事業、アブラカドゥードルアートスタジオ事業等が含まれており

ます。

２．資産及び負債に関する情報は経営資源配分及び業績評価の中心となる情報として取り扱っていないため、開

示を省略しております。
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当連結会計年度(自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日)

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,814,648 6,613,408 597,812 14,025,868 1,253,160 15,279,029

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － 66,300 66,300

計 6,814,648 6,613,408 597,812 14,025,868 1,319,461 15,345,329

セグメント利益又は損失
(△）

1,461,923 3,276,516 37,715 4,776,154 △ 126,422 4,649,732

その他の項目 　 　 　 　 　 　

 減価償却費 41,225 88,233 9,560 139,019 14,311 153,331

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカースクール事業、早稲

田アカデミー個別進学館事業、明光キッズ事業、アブラカドゥードルアートスタジオ事業、連結子会社株式

会社ユーデック及び連結子会社株式会社晃洋書房等が含まれております。

２．資産及び負債に関する情報は経営資源配分及び業績評価の中心となる情報として取り扱っていないため、開

示を省略しております。

　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

　 　 (単位：千円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 14,160,223 14,025,868

「その他」の区分の売上高 324,153 1,319,461

セグメント間取引消去 △     182 △   66,300

連結財務諸表の売上高 14,484,193 15,279,029

　

　 　 (単位：千円)

利益又は損失 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,750,082 4,776,154

「その他」の区分の損失（△） △ 120,362 △ 126,422

のれんの償却額 △  74,552 △  20,161

固定資産の調整額 1,852 3,359

全社費用(注) △1,013,982 △1,052,008

連結財務諸表の営業利益 3,543,038 3,580,921

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
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　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 131,567 139,019 3,148 14,311 17,439 13,212 152,155 166,543

(注) 減価償却費の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る資産の減価

償却費であります。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

　

当連結会計年度(自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他
全社・消去
(注)

合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

減損損失 － － 6,045 6,045 － 149,104 155,149

(注)　「全社・消去」の金額は、連結子会社株式会社東京医進学院の株式を取得した時に生じたのれんの減損損失で

あります。

　

当連結会計年度(自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他(注) 全社・消去 合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

減損損失 － － － － 64,488 － 64,488

(注) 「その他」の金額は、未来キッズクラブセンター北教室及びアブラカドゥードルのマスターフランチャイズ権

の減損損失であります。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他
全社・消去
(注)

合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

当期償却額 － － － － － 74,552 74,552

当期末残高 － － － － － 100,809 100,809

(注)　「全社・消去」の当期償却額は、連結子会社株式会社東京医進学院の株式を取得した時に生じたのれんに係る

ものであります。また、「全社・消去」の当期末残高は、連結子会社株式会社ユーデックの株式を取得した時

に生じたのれんに係るものであります。

　

当連結会計年度(自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他
全社・消去
(注)

合計
明光義塾
直営事業

明光義塾
フランチャイ
ズ事業

予備校事業 計

当期償却額 － － － － － 20,161 20,161

当期末残高 － － － － － 80,647 80,647

(注) 「全社・消去」の当期償却額及び当期末残高は、連結子会社株式会社ユーデックの株式を取得した時に生じた

のれんに係るものであります。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会

社 ( 当

該関連

会社の

子会社

を 含

む)

Eduplex

Education,

Inc.

大韓民国

ソウル特

別市衿川

区

KRW

1,200百万

主に中高生

を対象にし

た学習カウ

ン セ リ ン

グ・個別指

導プログラ

ムの提供並

びにこれら

の フ ラ ン

チャイズ展

開

(所有)

直接

35.8

サブフラン

チャイジー

資金の貸付

ロ イ ヤ ル

ティの受取

（※１）

4,508 売掛金 371

資金の貸付

（※２）
－

流動資産の

その他

長期貸付金

31,047

155,236

資金の回収

（※２）
20,698 － －

利息の受取

（※２）
5,809

流動負債の

その他
428

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

※１．Eduplex Education, Inc.が個別指導教室を運営する加盟者から徴収したロイヤルティの10％、並びに

同社の直営教室のうち個別指導に係る売上高の１％であります。

※２．Eduplex Education, Inc.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、貸付期

間は平成23年１月から平成27年12月までとし、返済方法は平成23年12月から平成27年12月までの年賦返

済としております。なお、償還義務を担保するために株式質権の設定契約書を交わしております。な

お、資金の貸付は平成23年１月に実行したものであります。

　

当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会

社 ( 当

該関連

会社の

子会社

を 含

む)

Eduplex

Education,

Inc.

大韓民国

ソウル特

別市衿川

区

KRW

1,200百万

主に中高生

を対象にし

た学習カウ

ン セ リ ン

グ・個別指

導プログラ

ムの提供並

びにこれら

の フ ラ ン

チャイズ展

開

(所有)

直接

35.8

サブフラン

チャイジー

資金の貸付

ロ イ ヤ ル

ティの受取

（※１）

6,149 売掛金 496

資金の貸付

（※２）
－

流動資産の

その他

長期貸付金

41,396

113,840

資金の回収

（※２）
31,047 － －

利息の受取

（※２）
4,960

流動負債の

その他
382

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

※１．Eduplex Education, Inc.が個別指導教室を運営する加盟者から徴収したロイヤルティの10％、並びに

同社の直営教室のうち個別指導に係る売上高の１％であります。

※２．Eduplex Education, Inc.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、貸付期

間は平成23年１月から平成27年12月までとし、返済方法は平成23年12月から平成27年12月までの年賦返

済としております。なお、償還義務を担保するために株式質権の設定契約書を交わしております。な

お、資金の貸付は平成23年１月に実行したものであります。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

の役員

及びそ

の近親

者

川東義武 － －

株 式 会 社

ユーデック

代表取締役

社長

－ 債務被保証

株 式 会 社

ユーデック

の銀行借入

に対する債

務 被 保 証

(注)

302,275 － －

(注)　当社の連結子会社である株式会社ユーデックは、銀行借入に対して同社代表取締役社長川東義武より債務保証

を受けており、取引金額には期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行っておりません。

　

当連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

重要な関連会社の要約財務諸表

当連結会計年度において、重要な関連会社はライフサポート株式会社であり、その要約財務諸表は以下

のとおりであります。

　 　 (単位：千円)

　 ライフサポート株式会社

　 前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 831,693 796,273

固定資産合計 3,479,491 3,398,685

　 　 　

流動負債合計 1,053,001 747,129

固定負債合計 2,708,739 2,908,120

　 　 　

純資産合計 549,444 539,708

　 　 　

売上高 － 3,426,902

税引前当期純損失金額(△) － △   9,960

当期純損失金額(△) － △   6,899

　

なお、ライフサポート株式会社株式のみなし取得日が平成24年８月31日であることから、持分法による

投資損益は平成25年８月期から計上しております。したがいまして、前連結会計年度の要約財務情報の損

益計算書項目は記載しておりません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

１株当たり純資産額 366.72円 １株当たり純資産額 426.82円

１株当たり当期純利益金額 71.38円 １株当たり当期純利益金額 78.60円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

71.37円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

78.60円

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
　 　 (単位：千円)

項目
前連結会計年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 1,969,109 2,169,399

　普通株主に帰属しない金額 － －

　普通株式に係る当期純利益 1,969,109 2,169,399

　期中平均株式数（株） 27,587,068 27,599,317

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額 － －

　普通株式増加数（株） 1,486 955

　（うち新株予約権（株）） (1,486) (955)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

―――――――― ――――――――

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － 70,000 0.85 －

１年以内に返済予定の長期借入金 207,063 1,600,000 0.66 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,695,212 － － －

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,902,275 1,670,000 － －

(注)「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

【資産除去債務明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

164,111 9,817 23,451 150,477
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(2) 【その他】

①　連結会計年度終了後の状況

特記事項はありません。

　

②　当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 3,327,217 7,680,274 10,672,667 15,279,029

税金等調整前
四半期(当期)純利益
金額

(千円) 763,213 2,184,925 2,343,269 3,608,342

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 456,143 1,331,457 1,414,346 2,169,399

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 16.53 48.25 51.25 78.60

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 16.53 31.72 3.00 27.36
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年８月31日)

当事業年度
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,664,642 6,786,867

売掛金
※ 853,446 ※ 860,801

有価証券 499,916 399,991

商品 88,758 98,340

貯蔵品 17,994 13,900

前渡金 19,421 6,723

前払費用 110,215 114,152

繰延税金資産 222,910 221,545

短期貸付金
※ 91,254 ※ 119,719

その他 21,139 34,122

貸倒引当金 △68,870 △76,101

流動資産合計 7,520,830 8,580,064

固定資産

有形固定資産

建物 431,932 412,025

減価償却累計額 △247,204 △246,224

建物（純額） 184,727 165,801

工具、器具及び備品 169,919 177,048

減価償却累計額 △134,072 △142,015

工具、器具及び備品（純額） 35,846 35,033

土地 18,486 540

有形固定資産合計 239,060 201,374

無形固定資産

ソフトウエア 186,700 172,559

電話加入権 18,780 18,529

無形固定資産合計 205,480 191,089

投資その他の資産

投資有価証券 2,950,652 3,291,478

関係会社株式 861,644 861,644

関係会社長期貸付金 422,236 646,840

長期前払費用 80,851 10,993

繰延税金資産 303,472 203,866

敷金及び保証金 451,978 460,456

投資不動産 965,822 967,332

減価償却累計額 △155,336 △181,552

投資不動産（純額） 810,485 785,779

長期預金 464,000 600,000

その他 38,476 38,868

投資その他の資産合計 6,383,798 6,899,927

固定資産合計 6,828,338 7,292,391

資産合計 14,349,168 15,872,455
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年８月31日)

当事業年度
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金
※ 106,579 ※ 103,842

1年内返済予定の長期借入金 － 1,600,000

未払金 37,844 46,126

未払費用 453,425 537,585

未払法人税等 904,946 650,000

未払消費税等 81,149 71,642

前受金 111,157 87,376

預り金 143,210 190,135

賞与引当金 297,336 302,569

その他 13,851 11,065

流動負債合計 2,149,502 3,600,344

固定負債

長期借入金 1,600,000 －

従業員長期未払金 190,500 178,637

役員長期未払金 161,650 161,650

資産除去債務 128,064 127,263

長期預り保証金 51,512 50,637

固定負債合計 2,131,727 518,188

負債合計 4,281,229 4,118,533

純資産の部

株主資本

資本金 966,600 972,512

資本剰余金

資本準備金 909,591 915,503

資本剰余金合計 909,591 915,503

利益剰余金

利益準備金 54,482 54,482

その他利益剰余金

別途積立金 6,147,000 7,147,000

繰越利益剰余金 2,230,038 2,718,469

利益剰余金合計 8,431,520 9,919,951

自己株式 △143,612 △143,612

株主資本合計 10,164,099 11,664,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △97,966 89,567

評価・換算差額等合計 △97,966 89,567

新株予約権 1,805 －

純資産合計 10,067,938 11,753,921

負債純資産合計 14,349,168 15,872,455
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高

直営教室収入 6,353,587 6,536,805

加盟教室収入 4,515,704 4,555,047

商品売上高 2,756,946 2,658,564

その他の収入 298,821 103,268

売上高合計 13,925,059 13,853,686

売上原価 7,935,888 7,900,835

売上総利益 5,989,170 5,952,850

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 597,780 518,107

販売促進費 733,484 843,062

貸倒引当金繰入額 21,168 14,058

役員報酬 196,416 196,416

給料及び手当 149,557 156,553

賞与 19,803 23,082

賞与引当金繰入額 28,892 30,271

福利厚生費 98,994 48,711

法定福利費 40,070 41,914

旅費及び交通費 27,101 21,122

消耗品費 5,477 9,455

支払手数料 85,966 102,056

減価償却費 19,292 16,571

賃借料 152,196 162,529

その他 190,211 243,322

販売費及び一般管理費合計 2,366,416 2,427,237

営業利益 3,622,754 3,525,613

営業外収益

受取利息
※1 20,096 ※1 18,703

有価証券利息 41,794 38,275

受取配当金 23,758 31,327

投資有価証券評価損戻入益 21,480 57,570

受取賃貸料 80,227 74,012

その他 29,361 41,275

営業外収益合計 216,718 261,165

営業外費用

支払利息 11,361 10,559

賃貸費用 33,070 39,792

その他 4,700 2,217

営業外費用合計 49,133 52,569

経常利益 3,790,339 3,734,209
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 14,028 －

特別利益合計 14,028 －

特別損失

有形固定資産売却損 －
※2 14,215

有形固定資産除却損
※3 2,215 ※3 2,124

投資有価証券評価損 － 10,958

投資有価証券償還損 9,519 5,067

関係会社株式評価損 363,131 －

減損損失 －
※4 64,488

店舗閉鎖損失 － 13,597

特別損失合計 374,866 110,451

税引前当期純利益 3,429,502 3,623,757

法人税、住民税及び事業税 1,578,688 1,420,530

法人税等調整額 43,323 △2,696

法人税等合計 1,622,011 1,417,833

当期純利益 1,807,490 2,205,924
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品売上原価 　 　 　 　 　

　　商品期首たな卸高 　 73,083 　 88,758 　

　　当期商品仕入高 　 1,862,572 　 1,769,483 　

　　商品期末たな卸高 　 88,758 　 98,340 　

　　商品売上原価 　 1,846,897 23.3 1,759,901 22.3

Ⅱ 人件費 　 　 　 　 　

　　給与及び手当 　 3,202,004 　 3,208,561 　

　　賞与 　 203,030 　 214,533 　

　　賞与引当金繰入額 　 265,147 　 270,069 　

　　その他 　 287,698 　 301,164 　

　　人件費合計 　 3,957,879 49.9 3,994,328 50.5

Ⅲ 経費 　 　 　 　 　

　　賃借料 　 672,835 　 663,670 　

　　支払手数料 　 247,155 　 295,636 　

　　旅費及び交通費 　 299,242 　 290,350 　

　　減価償却費 　 124,544 　 135,179 　

　　その他 　 787,333 　 761,768 　

　　経費合計 　 2,131,111 26.8 2,146,605 27.2

　　売上原価 　 7,935,888 100.0 7,900,835 100.0

　 　 　 　 　 　
　
(注) 売上原価は、教室等の運営に関して直接発生した費用並びに本社及び事務局における営業活動に関して直接発

生した費用であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 965,159 966,600

当期変動額

新株の発行 1,440 5,912

当期変動額合計 1,440 5,912

当期末残高 966,600 972,512

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 908,150 909,591

当期変動額

新株の発行 1,440 5,912

当期変動額合計 1,440 5,912

当期末残高 909,591 915,503

資本剰余金合計

当期首残高 908,150 909,591

当期変動額

新株の発行 1,440 5,912

当期変動額合計 1,440 5,912

当期末残高 909,591 915,503

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 54,482 54,482

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 54,482 54,482

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 5,447,000 6,147,000

当期変動額

別途積立金の積立 700,000 1,000,000

当期変動額合計 700,000 1,000,000

当期末残高 6,147,000 7,147,000

繰越利益剰余金

当期首残高 1,784,621 2,230,038

当期変動額

剰余金の配当 △662,073 △717,493

別途積立金の積立 △700,000 △1,000,000

当期純利益 1,807,490 2,205,924

当期変動額合計 445,416 488,430

当期末残高 2,230,038 2,718,469
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 7,286,103 8,431,520

当期変動額

剰余金の配当 △662,073 △717,493

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,807,490 2,205,924

当期変動額合計 1,145,416 1,488,430

当期末残高 8,431,520 9,919,951

自己株式

当期首残高 △143,570 △143,612

当期変動額

自己株式の取得 △41 －

当期変動額合計 △41 －

当期末残高 △143,612 △143,612

株主資本合計

当期首残高 9,015,843 10,164,099

当期変動額

新株の発行 2,881 11,824

剰余金の配当 △662,073 △717,493

当期純利益 1,807,490 2,205,924

自己株式の取得 △41 －

当期変動額合計 1,148,256 1,500,255

当期末残高 10,164,099 11,664,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △171,472 △97,966

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

73,506 187,533

当期変動額合計 73,506 187,533

当期末残高 △97,966 89,567

評価・換算差額等合計

当期首残高 △171,472 △97,966

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

73,506 187,533

当期変動額合計 73,506 187,533

当期末残高 △97,966 89,567
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年９月１日
　至 平成24年８月31日)

当事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年８月31日)

新株予約権

当期首残高 3,326 1,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,521 △1,805

当期変動額合計 △1,521 △1,805

当期末残高 1,805 －

純資産合計

当期首残高 8,847,697 10,067,938

当期変動額

新株の発行 2,881 11,824

剰余金の配当 △662,073 △717,493

当期純利益 1,807,490 2,205,924

自己株式の取得 △41 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 71,984 185,728

当期変動額合計 1,220,241 1,685,983

当期末残高 10,067,938 11,753,921
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。なお、組込デリバティブの時価を区分して測定すること

ができない複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2) 貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産及び投資不動産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）に

ついては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。　

建　　　　　物　　　２年～47年

工具、器具及び備品　２年～15年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年９月１日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。
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４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。

　

５．売上高の計上基準

(1) 直営教室収入

授業料、講習料及び教室維持費

受講期間に対応して計上しております。

入会金

入会時に計上しております。

(2) 加盟教室収入

ロイヤルティ

加盟教室の収入に対応して計上しております。

フランチャイズ加盟金

加盟契約締結時に計上しております。

(3) 商品売上高

商品引渡し時に計上しております。

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(貸借対照表関係)

※　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成24年８月31日)
当事業年度

(平成25年８月31日)

売掛金 371千円 496千円

短期貸付金 91,047千円 119,396千円

買掛金 4,468千円 6,594千円
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(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

受取利息 13,046千円 13,257千円

　

※２ 有形固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

建物及び構築物 － 269千円

土地 － 13,946千円

計 － 14,215千円

　

※３　有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

建物 2,158千円 1,571千円

工具、器具及び備品 56千円 552千円

計 2,215千円 2,124千円

　

※４ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当事業年度(自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日)

　
用途 種類 場所 金額

教室設備 建物

未来キッズクラブ
センター北教室

(神奈川県横浜市　　
都筑区)

4,424千円

アブラカドゥードルの
マスターフランチャイズ権

長期前払費用
東京本社

(東京都新宿区)
60,063千円

合計 － － 64,488千円

当社は、主として１校舎（教室）をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として捉えグルーピン

グする方法を採用するとともに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位である事業ご

とに資産のグルーピングを行っております。

未来キッズクラブセンター北教室については、平成25年12月に閉鎖することを当事業年度に取締役

会決議したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しておりま

す。なお、回収可能価額は除却見込となったため、零として評価しております。

また、アブラカドゥードル事業については、営業損益又は営業キャッシュ・フローが継続してマイ

ナスであり、マスターフランチャイズ権の固定資産簿価を回収できる可能性が低いと判断したため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。なお、回収可

能価額は保守的に見積り、零として評価しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 200,065 62 － 200,127

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 200,127 － － 200,127

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上

額は次のとおりです。

　
　 　 (単位：千円)

区分
前事業年度

(平成24年８月31日)
当事業年度

(平成25年８月31日)

子会社株式 190,117 190,117

関連会社株式 671,526 671,526

計 861,644 861,644
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　
前事業年度

(平成24年８月31日)
当事業年度

(平成25年８月31日)

(1) 流動資産 　 　 　 　

　　賞与引当金 112,987千円 114,976千円

　　未払事業税 64,790千円 53,960千円

　　未払事業所税 2,964千円 2,964千円

　　貸倒引当金 23,216千円 25,948千円

　　その他 29,710千円 48,014千円

　　　小計 233,668千円 245,862千円

　　評価性引当額 △ 10,757千円 △ 24,316千円

　　　計 222,910千円 221,545千円

(2) 固定資産 　 　 　 　

　　投資有価証券評価損 84,184千円 67,590千円

　　関係会社株式評価損 129,274千円 129,274千円

　　従業員長期未払金 67,818千円 63,595千円

　　役員長期未払金 57,547千円 57,547千円

　　その他有価証券評価差額金 54,155千円 －千円

　　資産除去債務 45,590千円 45,305千円

　　その他 12,731千円 37,211千円

　　　小計 451,302千円 400,525千円

　　評価性引当額 △ 129,274千円 △ 129,274千円

　　　計 322,027千円 271,250千円

　　繰延税金資産合計 544,938千円 492,796千円

　

(繰延税金負債)

　
前事業年度

(平成24年８月31日)
当事業年度

(平成25年８月31日)

固定負債 　 　 　 　

その他有価証券評価差額金 －千円 △ 49,512千円

資産除去債務に対応する資産 △ 18,555千円 △ 17,871千円

繰延税金負債合計 △ 18,555千円 △ 67,384千円

　 　 　 　 　

繰延税金資産（流動）の純額 222,910千円 221,545千円

繰延税金資産（固定）の純額 303,472千円 203,866千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年８月31日)
当事業年度

(平成25年８月31日)

法定実効税率 40.7％ 　 －

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項
目

1.1％ 　 －

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△ 0.1％ 　 －

住民税均等割等 0.2％ 　 －

評価性引当額の増減 4.1％ 　 －

税率変更による期末繰延税金資産の減
額修正

1.5％ 　 －

その他 △ 0.2％ 　 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.3％ 　 －

(注) 当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

オフィス、明光義塾直営事業における教室等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～20年と見積り、割引率は2.0％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

期首残高 129,738千円 128,064千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4,764千円 7,146千円

時の経過による調整額 2,272千円 2,215千円

資産除去債務の履行による減少額 △ 8,711千円 △ 10,163千円

期末残高 128,064千円 127,263千円
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

１株当たり純資産額 364.87円 １株当たり純資産額 425.81円

１株当たり当期純利益金額 65.52円 １株当たり当期純利益金額 79.93円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

65.52円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

79.92円

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
　 　 (単位：千円)

項目
前事業年度

(自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日)

当事業年度
(自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 1,807,490 2,205,924

　普通株主に帰属しない金額 － －

　普通株式に係る当期純利益 1,807,490 2,205,924

　期中平均株式数（株） 27,587,068 27,599,317

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額 － －

　普通株式増加数（株） 1,486 955

　（うち新株予約権（株）） (1,486) (955)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―――――――― ――――――――

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券

株式会社学研ホールディングス 2,844,000 841,824

株式会社早稲田アカデミー 416,700 307,524

株式会社ウィザス 267,900 79,566

第一生命保険株式会社 20 2,636

オリックス株式会社 1,200 1,624

計 3,529,820 1,233,175

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券
満期保有目的の
債券

三井住友信託銀行ABCP 100,000 99,991

京成電鉄株式会社社債 第45回 100,000 100,000

新日本製鐵株式会社社債 第62回 100,000 100,000

ルノー社債　第11回 100,000 100,000

小計 400,000 399,991

投資有価証券

満期保有目的の
債券

円建てコーラブル逆フローター債 200,000 200,000

野村ホールディングス株式会社社
債　第１回

100,000 100,000

三菱東京UFJ銀行社債 第16回 100,000 100,000

三菱東京UFJ銀行社債 第36回 100,000 100,000

三菱東京UFJ銀行社債 第25回 100,000 99,628

三井住友銀行社債　第29回 100,000 100,000

関西アーバン銀行社債 第８回 100,000 100,000

キャップ付フローター債 100,000 99,763

みずほ銀行社債 第17回 100,000 100,000

みずほ銀行社債 第21回 100,000 100,000

富国生命保険相互会社社債第２回 100,000 100,000

小計 1,200,000 1,199,391

その他有価証券
ユーロ円建て為替リンク債 300,000 178,380

小計 300,000 178,380

計 1,900,000 1,777,763
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【その他】

　

種類及び銘柄
投資口数等
(口)

貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券 その他有価証券

(投資信託受益証券) 　 　

ＰＭＡアジアクレジットＦ２Ｓ２ 2,145 10,920

ワールド・ソブリンインカム 9,500 83,400

追加型分散外国証券ファンド 10,000 84,440

グローバル・リンケージ・インカム 10,000 101,770

(匿名組合出資) 　 　

インベスト・プラス９ 100 100,000

インベスト・プラス11 100 100,000

インベスト・プラス12 100 100,000

インベスト・プラス14 100 100,000

小計 － 680,530

計 － 680,530

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

有価証券報告書

105/117



　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 431,932 39,480
59,387
(4,424)

412,025 246,224 42,569 165,801

　工具、器具及び備品 169,919 15,565 8,436 177,048 142,015 15,936 35,033

　土地 18,486 － 17,946 540 － － 540

有形固定資産計 620,337 55,046
85,769
(4,424)

589,614 388,240 58,505 201,374

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 829,018 76,169 － 905,187 732,628 90,309 172,559

　電話加入権 18,780 404 655 18,529 － － 18,529

無形固定資産計 847,798 76,574 655 923,717 732,628 90,309 191,089

長期前払費用 207,106 8,786
60,349
(60,063)

155,543 144,549 18,294 10,993

投資不動産 965,822 1,510 － 967,332 181,552 26,216 785,779

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

(注) １. 当期償却額の内訳は、次のとおりであります。

(1) 有形固定資産及び投資不動産の減価償却額　

売上原価--------------------------44,869千円　

販売費及び一般管理費--------------16,571千円　

営業外費用------------------------23,280千円　

(2) ソフトウエア償却額　

売上原価--------------------------90,309千円　

(3) 長期前払費用償却額　

売上原価--------------------------18,294千円　

２. 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

ソフトウエア 　

 ---情報システム構築に対する開発費76,169千円　

３. 当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

４. 投資不動産には償却を実施しない土地493,293千円が含まれております。
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金（注） 68,870 24,181 4,342 12,607 76,101

賞与引当金 297,336 302,569 297,336 － 302,569

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、入金による取崩額であります。

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

有価証券報告書

107/117



(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ. 現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 334

預金 　

　当座預金 418,973

　普通預金 3,779,420

　郵便振替口座 796,873

　定期預金 1,700,000

　定期積金 88,000

　別段預金 3,265

小計 6,786,533

合計 6,786,867

　

ロ. 売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

有限会社アール・アンドクエイティブ 30,416

株式会社ワールドオーエー 23,018

株式会社MAXISホールディングス 22,121

株式会社ケイライン 19,309

株式会社ライズ 19,068

その他 746,867

合計 860,801

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(千円)
 
(A)

当期発生高
(千円)
 
(B)

当期回収高
(千円)
 
(C)

当期末残高
(千円)
 
(D)

回収率(％)
 

(C)
×100

(A)＋(B)
 

滞留期間(日)
(A)＋(D)
２
(B)
365

 

853,446 14,546,370 14,539,015 860,801 94.4 21.5

(注)　上記には消費税等が含まれております。

　

ハ. 商品

　

区分 金額(千円)

販売用備品等 98,340

合計 98,340
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ニ. 貯蔵品

　

区分 金額(千円)

消耗品等 13,900

合計 13,900

　

ホ. 関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

株式会社東京医進学院 63,718

株式会社ユーデック 126,398

株式会社創企社 43,328

Eduplex Education, Inc. 106,492

ライフサポート株式会社 521,706

合計 861,644

　

ヘ. 敷金及び保証金

　

区分 金額(千円)

直営教室等保証金 302,120

本社事務所保証金 128,100

会員利用権保証金 15,500

その他 14,736

合計 460,456

　

②　負債の部

イ. 買掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社エデュケーショナルネットワーク 17,899

凸版印刷株式会社 14,795

佐川印刷株式会社 11,796

財団法人日本漢字検定協会 10,801

コクヨマーケティング株式会社 9,025

その他 39,524

合計 103,842

　

ロ. １年内返済予定の長期借入金

　

区分 金額(千円)

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,600,000

合計 1,600,000
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ハ. 未払費用

　

区分 金額(千円)

従業員給与諸手当等 142,647

直営教室アルバイト料等 224,612

取引先未払費用 159,659

その他 10,666

合計 537,585

　

ニ. 未払法人税等

　

区分 金額(千円)

法人税 343,190

住民税及び事業税 306,810

合計 650,000
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

　http://www.meikonet.co.jp/

株主に対する特典
毎年８月31日現在の株主名簿に記載または記録された１単元（100株）以上保有の株
主に対し、一律ＱＵＯカード（クオカード）3,000円分を贈呈する。

（注）当会社の株主は、定款の定めによりその有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第28期(自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日)平成24年11月26日関東財務局長

に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年11月26日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び四半期報告書の確認書

第29期第１四半期(自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日)平成25年１月11日関東財務局長

に提出

第29期第２四半期(自　平成24年12月１日　至　平成25年２月28日)平成25年４月12日関東財務局長

に提出

第29期第３四半期(自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日)平成25年７月11日関東財務局長

に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結

果）の規定に基づく臨時報告書

平成24年11月27日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　松　　浦　　康　　雄　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　今   西   恭   子　　㊞

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成25年11月22日

株式会社明光ネットワークジャパン

取締役会　御中

　

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社明光ネットワークジャパンの平成２４年９月１日から平成２５年８月３１日

までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社明光ネットワークジャパン及び連結子会社の平成２５年８月３１日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社明光

ネットワークジャパンの平成２５年８月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社明光ネットワークジャパンが平成２５年８月３１日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　松　　浦　　康　　雄　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　今   西   恭   子　　㊞

独立監査人の監査報告書

　

平成25年11月22日

株式会社明光ネットワークジャパン

取締役会　御中

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社明光ネットワークジャパンの平成２４年９月１日から平成２５年８月３１日

までの第２９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な

会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社明光ネットワークジャパンの平成２５年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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